
第97回
定時株主総会
招集ご通知
　

≪ インターネットまたは書面による議決権行使期限 ≫
2026年6月25日(木曜日) 午後５時まで

日　時
2026年６月26日（金曜日）
午前10時
場　所
東京都港区海岸一丁目11番２号
アジュール竹芝14階「天平」

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 当社の株券等の大規模買付行為に関す

る対応方針(買収防衛策)の更新、およ
び、当該対応方針の対抗措置である新
株予約権の無償割当てに関する権限を
取締役会に委任する件

証券コード　1975



証券コード 1975
2026年６月４日

株 主 各 位
東京都港区浜松町一丁目25番７号

代表取締役社長 髙 須 康 有

当社ウェブサイト　https://www.asahikogyosha.co.jp/ir/library/meeting/

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス） 
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第97回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第97回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所のウェブサイトにも掲載しており
ますので、以下の東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、「銘
柄名（会社名）」に「朝日工業社」または「コード」に「1975（半角）」を入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により事前に議決権を行使することができます
ので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月25日（木）午後５時までに議決権を行使し
てくださいますようお願い申し上げます。
[インターネットによる議決権行使の場合]
　「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照のうえ、当社指定の議決権行使ウェブサイト
（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスしていただき、議決権行使書用紙に表示された「議決権行使
コード」および「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって議案に対する賛否をご入力いただき、
上記の行使期限までにご行使ください。
[書面による議決権行使の場合]
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送くださ
い。

敬　具
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１．日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区海岸一丁目11番２号

アジュール竹芝14階「天平」

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １. 第97期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第97期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 当社の株券等の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)の更新、および、当

該対応方針の対抗措置である新株予約権の無償割当てに関する権限を取締役会に
委任する件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（１）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否

の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
（２）インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問

わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
（３）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を

有効なものとしてお取り扱いいたします。
（４）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人とし

て株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となり
ますので、ご了承ください。

記

以　上

－ 2 －



◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイトおよび東京証
券取引所ウェブサイトにおいて、その旨、修正前および修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたし
ますが、当該書面は、法令および当社定款第18条第２項の規定に基づき、次に掲げる事項を除い
ております。

①事業報告の「主要な事業内容」、「主要な営業所の状況」、「使用人の状況」、「主要な借入
先」、「その他企業集団の現況に関する重要な事項」、「責任限定契約の内容の概要」、「役
員等賠償責任保険契約の内容の概要」、「社外役員に関する事項」、「会計監査人に関する事
項」、「業務の適正を確保するための体制」、「会社の支配に関する基本方針」

②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」
③計算書類の「貸借対照表」、「損益計算書」、「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」
④監査報告書の「連結計算書類に係る会計監査報告」、「計算書類に係る会計監査報告」、「監

査役会の監査報告」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人
が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

◎節電への協力のため、当日、当社の役員および係員は軽装（クールビズ）にて対応させていただき
ますので、ご了承くださいますようお願い申し上げます。また、株主の皆様におかれましても軽装
にてご出席くださいますようお願い申し上げます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い
申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

日　時 行使期限 行使期限

2026年６月26日（金曜日）
午前10時

2026年６月25日（木曜日）
午後５時入力完了分まで

2026年６月25日（木曜日）
午後５時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

こちらに議案に対する賛否をご記入ください。
第１・３号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案
● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

● 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。※議決権行使書用紙はイメージです。

インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものと
してお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものとしてお
取り扱いいたします。
（注）機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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インターネットによる議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向
けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使
コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度議決権行使を
お願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移
できます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。１

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」をご入力
ください。２

「議決権行使コード」を入力

「次へ」をクリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力ください。３
「パスワード」を入力

実際にご使用になる新しいパス
ワードを設定してください

「登録」をクリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

0120-768-524
みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

（年末年始を除く、９：00～21：00）
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金の処分につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じます。
期末配当に関する事項
　当期の期末配当につきましては、株主の皆様への安定配当を維持するとともに、株主の皆様の
日頃のご支援にお応えするため、次のとおりとさせていただきたいと存じます。
①　配当財産の種類
　金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき普通配当94円といたしたいと存じます。なお、この場合の配当総
額は2,432,314,202円となります。
③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2026年６月29日
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候補者
番　号 1

　

た か

髙
 

 
す

須
 

　
や す

康
 

 
と も

有（1953年12月23日生） 所有する当社の株式数… 815,200株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1976年    4 月 当社入社
    1982年    12月 取締役
    1986年    2 月 常務取締役

    1986年    9 月 代表取締役社長
    2006年    6 月 代表取締役社長　社長執行役

員（現任）

取締役候補者とした理由
髙須康有氏は、1986年９月に当社代表取締役社長に就任して以来、経営トップとして強
いリーダーシップを発揮して当社グループを牽引しております。また同氏は、企業経営、
サステナビリティ、ガバナンスの面でも当社の取締役に相応しい実績とスキルを有してい
ることから、今後も当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すると判断し、
引き続き取締役への選任をお願いするものであります。

　

第２号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、社外取締役３名を含む
取締役９名の選任をお願いするものであります。
　なお、取締役候補者の選定に当たっては、過半数が独立社外取締役で構成される任意の指名・報酬
諮問委員会の答申を経ております。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号 2

　

か め

亀
 

 
だ

田
 

　
み ち

道
 

 
や

也（1955年12月25日生） 所有する当社の株式数… 38,000株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1983年    11月 当社入社
    2008年    10月 総務本部財務部長
    2012年    5 月 亞太朝日股份有限公司　監察人
    2015年    6 月 執行役員 総務本部 財務部長
    2016年    6 月 取締役 執行役員 総務本部 財

務部長
    2017年    6 月 取締役 上席執行役員 総務本

部 財務部長
    2019年    5 月 ASAHI ENGINEERING (MALAYSIA) 

SDN.BHD. 取締役（現任）

    2019年    6 月 取締役 常務執行役員 総務本
部 副本部長 兼 財務部長

    2020年    6 月 取締役 専務執行役員 総務本
部長

    2021年    5 月 亞太朝日股份有限公司　董事
（現任）

    2021年    6 月 取締役副社長 副社長執行役
員 総務本部長（現任）

重要な兼職の状況
亞太朝日股份有限公司　董事
ASAHI ENGINEERING (MALAYSIA) SDN.BHD. 取締役

取締役候補者とした理由
亀田道也氏は、長年にわたり本社経理部門に携わり、2016年６月に当社取締役に就任し
て以来、それまでの豊富な経験と知見を活かして当社グループの経営を担っております。
また同氏は、財務会計、リスクマネジメント、人事管理の面でも当社の取締役に相応しい
知見とスキルを有していることから、今後も当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上に資すると判断し、引き続き取締役への選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号 3

　

な か

中
 

 
が わ

川
 

　
か ず

和
 

 
ひ ろ

浩（1962年８月31日生） 所有する当社の株式数… 10,700株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1983年    4 月 当社入社
    2013年    4 月 名古屋支店 営業部長
    2017年    4 月 名古屋支店 営業統括部長　

兼 第１営業部長
    2020年    4 月 名古屋支店 副支店長 兼 営業

統括部長
    2021年    4 月 営業本部 戦略担当
    2021年    6 月 執行役員 営業本部 戦略担当

    2022年    4 月 執行役員 営業本部 副本部長　
兼 戦略担当

    2023年    4 月 執行役員 営業本部長
    2023年    6 月 取締役 上席執行役員 営業本

部長
    2024年    6 月 取締役 常務執行役員 営業本

部長（現任）

取締役候補者とした理由
中川和浩氏は、長年にわたり設備工事事業の営業部門に携わり、2023年６月に当社取締
役に就任して以来、それまでの豊富な経験や知見を活かして当社グループの経営を担って
おります。また同氏は、マーケティング、サステナビリティ、イノベーションの面でも当
社の取締役に相応しい知見とスキルを有していることから、当社の持続的な成長と中長期
的な企業価値の向上に資すると判断し、引き続き取締役への選任をお願いするものであり
ます。
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候補者
番　号 4

　

ひ

日
 

 
だ か

髙
 

　
よ う

陽
 

 
い ち

一（1965年５月30日生） 所有する当社の株式数… 7,240株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1988年    4 月 当社入社
    2014年    4 月 本店 第２工事部長
    2015年    10月 本店 工事統括部長 兼 第２工

事部長
    2022年    4 月 技術本部 技術担当
    2023年    4 月 本店 副本店長

    2023年    6 月 執行役員 本店 副本店長
    2024年    4 月 執行役員 本店長
    2024年    6 月 取締役 上席執行役員 本店長
    2025年    6 月 取締役 常務執行役員 本店長

（現任）

取締役候補者とした理由
日髙陽一氏は、長年にわたり設備工事事業の施工管理に携わり、2024年６月に当社取締
役に就任して以来、それまでの豊富な経験や知見を活かして当社グループの経営を担って
おります。また同氏は、技術、営業、人財開発の面でも当社の取締役に相応しい知見とス
キルを有していることから、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すると
判断し、引き続き取締役への選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号 5

　

き

木
 

 
む ら

村
 

　
た か

隆
 

 
し

志（1966年４月９日生） 所有する当社の株式数… 3,600株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1989年    4 月 当社入社
    2015年    4 月 名古屋支店 第２工事部長
    2018年    4 月 技術本部 施工管理部長
    2022年    4 月 技術本部 施工管理部長 兼　　　　

海外事業部長
    2023年    4 月 技術本部 副本部長 兼 施工管

理部長 兼 海外事業部長
    2023年    5 月 亞太朝日股份有限公司　董事

長
    2024年    4 月 技術本部 副本部長 兼 海外事

業部長
    2024年    6 月 執行役員 技術本部 副本部長

兼 海外事業部長

    2024年    10月 執行役員 技術本部 副本部長　
兼 海外事業部長 兼 電気計装
推進部長

    2025年    4 月 執行役員 技術本部長
亞太朝日股份有限公司　董事
（現任）

    2025年    5 月 ASAHI ENGINEERING (MALAYSIA) 
SDN.BHD.　取締役（現任）

    2025年    6 月 取締役 上席執行役員 技術本
部長（現任）

重要な兼職の状況
亞太朝日股份有限公司　董事
ASAHI ENGINEERING (MALAYSIA) SDN.BHD. 取締役

取締役候補者とした理由
木村隆志氏は、長年にわたり設備工事事業の施工管理に携わり、2025年６月に当社取締
役に就任して以来、それまでの豊富な経験や知見を活かして当社グループの経営を担って
おります。また同氏は、研究開発、海外事業、DXの面でも当社の取締役に相応しい知見
とスキルを有していることから、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資す
ると判断し、引き続き取締役への選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号 6

　

い

伊
 

 
と う

藤
 

　
よ し

義
 

 
の り

徳（1967年10月13日生） 所有する当社の株式数… 1,386株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1988年    4 月 当社入社
    2015年    4 月 九州支店 技術部長
    2019年    4 月 九州支店 業務部長
    2023年    4 月 経営統括グループ 社長室長

    2025年    4 月 経営統括グループ 統括 兼　 
社長室長 兼 経営企画室長

    2025年    6 月 取締役 執行役員 経営統括グ
ループ 統括 兼 社長室長 兼 　　　
経営企画室長（現任）

取締役候補者とした理由
伊藤義徳氏は、長年にわたり設備工事事業の施工管理および経理・総務部門に携わり、
2025年６月に当社取締役に就任して以来、それまでの豊富な経験や知見を活かして当社
グループの経営を担っております。また同氏は、サステナビリティ、DX、ガバナンスの
面でも当社の取締役に相応しい知見とスキルを有していることから、当社の持続的な成長
と中長期的な企業価値の向上に資すると判断し、引き続き取締役への選任をお願いするも
のであります。
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候補者
番　号 7

　

た

田
 

 
む ら

村
 

　
し ょ う

昭
 

 
じ

二（1948年７月27日生） 所有する当社の株式数… 0株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1998年    6 月 (株)富士通ビジネスシステム

（現富士通Ｊａｐａｎ(株)）
取締役

    2007年    6 月 同社　専務取締役
    2009年    6 月 (株)富士通マーケティング

（現富士通Ｊａｐａｎ(株)）
代表取締役副社長

    2012年    5 月 日本エイエスアイ(株)　代表
取締役（現任）

    2012年    12月 日本クラウド(株)　取締役
（現任）

    2020年    6 月 当社社外取締役（現任）

重要な兼職の状況
日本エイエスアイ(株)　代表取締役
日本クラウド(株)　取締役

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
田村昭二氏は、大手上場企業グループ会社の経営に携わった経験に基づき、2020年６月
に当社社外取締役に就任して以来、客観的な立場から当社の経営に対して的確な提言等を
積極的に行っており、特に経営戦略に関する専門的な観点から、当社の経営に対する助言
等を行っております。また、指名・報酬諮問委員として、当社の取締役候補者の選定や取
締役報酬等の決定について、客観的かつ中立的な立場で助言および指導も行っておりま
す。同氏は、経営戦略、IT、リスクマネジメントの面でも当社の取締役に相応しい知見と
スキルを有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行するとともに、当社
の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献して頂けるものと期待し、引き続き社
外取締役への選任をお願いするものであります。同氏の当社における社外取締役としての
在任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。
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候補者
番　号 8

　

お く

奥
 

 
み や

宮
 

　
き ょ う

京
 

 
こ

子（1956年６月２日生） 所有する当社の株式数… 0株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1984年    4 月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
    2000年    9 月 田辺総合法律事務所　パート

ナー弁護士（現任）
    2003年    8 月 川崎市　監査委員
    2009年    1 月 東京地方裁判所　鑑定委員

（現任）
    2014年    6 月 日本電気(株)　社外監査役

森永乳業(株)　社外取締役

    2017年    7 月 厚生労働省労働政策審議会雇
用環境・均等分科会　会長

    2018年    4 月 東京大学法科大学院運営諮問
会議　委員

    2018年    6 月 (株)横浜銀行　社外取締役
東芝テック(株)　社外監査役

    2023年    6 月 KDDI(株)　社外取締役（現任）
当社社外取締役（現任）

重要な兼職の状況
田辺総合法律事務所　パートナー弁護士
東京地方裁判所　鑑定委員
KDDI(株)　社外取締役

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
奥宮京子氏は、弁護士として培われた豊富な知見に基づき、2023年６月に当社社外取締
役に就任して以来、客観的な立場から当社の経営に対して的確な提言等を積極的に行って
おり、特に弁護士としての専門的な観点から、当社の経営に対する助言等を行っておりま
す。また、指名・報酬諮問委員として、当社の取締役候補者の選定や取締役報酬等の決定
について、客観的かつ中立的な立場で助言および指導も行っております。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありません
が、サステナビリティ、法務、リスクマネジメントの面で当社の取締役に相応しい知見と
スキルを有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行するとともに、当社
の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献して頂けるものと期待し、引き続き社
外取締役への選任をお願いするものであります。同氏の当社における社外取締役としての
在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
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候補者
番　号 9

　

ふ じ

藤
 

 
や ま

山
 

　
ゆ う

雄
 

 
じ

治（1959年７月９日生） 所有する当社の株式数… 0株
　　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当
    1983年    4 月 警察庁入庁
    2007年    9 月 鹿児島県警察　本部長
    2009年    3 月 警視庁　組織犯罪対策部長
    2012年    3 月 警視庁　警備部長
    2013年    8 月 内閣官房危機管理審議官
    2015年    8 月 皇宮警察　本部長

    2018年    1 月 大成建設(株)　管理本部総務
部　顧問

    2022年    6 月 (株)コロワイド　社外取締役
    2023年    6 月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
藤山雄治氏は、長年にわたり警察組織において要職を歴任された経験に基づき、2023年
６月に当社社外取締役に就任して以来、客観的な立場から当社の経営に対して的確な提言
等を積極的に行っており、特にリスクマネジメントに関する専門的な観点から、当社の経
営に対する助言等を行っております。また、指名・報酬諮問委員として、当社の取締役候
補者の選定や取締役報酬等の決定について、客観的かつ中立的な立場で助言および指導も
行っております。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありません
が、法務、リスクマネジメント、人財開発の面で当社の取締役に相応しい知見とスキルを
有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行するとともに、当社の持続的
な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献して頂けるものと期待し、引き続き社外取締役
への選任をお願いするものであります。同氏の当社における社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって３年となります。

　
（注）１. 上記の各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２. 田村昭二、奥宮京子および藤山雄治の各氏は、社外取締役候補者であります。
３. 田村昭二、奥宮京子および藤山雄治の各氏は、東京証券取引所が定める独立役員の要件および当社の

定める「社外役員の独立性判断基準」を満たしていることから、同証券取引所に対して独立役員とし
て届け出ており、本議案が原案どおり承認された場合には、当社は引き続き各氏を独立役員とする予
定であります。

４. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、田村昭二、奥宮京子および藤山雄治の各氏との間で
同法第423条第１項の損害賠償責任を法令が規定する最低責任限度額に限定する契約を締結してお
り、本議案が原案どおり承認された場合には、各氏との間で同様の責任限定契約を継続する予定であ
ります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当該保険契約の内容の概要は、事業報告「役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載のと
おりであります。なお、本議案が原案どおり承認された場合には、全ての取締役が当該保険契約の被
保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次年度以降も更新を予定しております
が、契約内容は変更となる可能性があります。

6. KDDI株式会社においては、同社の連結子会社において、従業員が架空循環取引を行っていたことが
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発覚したため、同社は、2026年１月14日に外部の弁護士・公認会計士で構成される特別調査委員会
を設置し、同年３月31日に調査報告書を公表するとともに、グループ全体の再発防止・ガバナンス
強化に向けた取組みを策定し、同日に公表しています。奥宮京子氏は、当該事実を事前に認識してお
りませんでしたが、2023年６月の同社社外取締役就任以来、日頃から、取締役会等において法令遵
守やグループガバナンスの重要性について提言して法令で定められた取締役としての職務を適正かつ
適切に遂行してきており、当該事案判明後も、当該事案に対する再発防止等の取組みに関し提言を行
うなど、取締役として必要な対応を行っております。
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氏名 役職 企業経営・
経営戦略

技術・
研究開発

営業・
マーケティング・
海外事業

サステナ
ビリティ

DX・IT・
イノベーション

ガバナンス・
リスクマネジメント

法務・
財務会計

人事管理・
人財開発

髙 須 康 有 代表取締役社長
社長執行役員 ○ ○ ○

亀 田 道 也 取締役副社長
副社長執行役員 ○ ○ ○

中 川 和 浩 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○

日 髙 陽 一 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○

木 村 隆 志 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○

伊 藤 義 徳 取締役
上席執行役員 ○ ○ ○

田 村 昭 二 独立社外取締役 ○ ○ ○

奥 宮 京 子 独立社外取締役 ○ ○ ○

藤 山 雄 治 独立社外取締役 ○ ○ ○

企業経営・経営戦略 上場企業およびこれに準じる企業や組織等における代表権のある取締役または代表者としての経験をもとに、当社の
企業経営や経営戦略を主導することができる

技術・研究開発 施工、製造、研究開発、調達に関する十分な知識・経験を有し、技術力の強化と技術部門の統括を行うことができる

営業・マーケティング・海外事業 営業・マーケティングに関する十分な知識・経験を有し、営業力の強化と営業部門の統括を行うことができる
また、海外事業に関する十分な知識・経験を有し、グローバルビジネスの強化・推進を行うことができる

サステナビリティ ESG・SDGs等に関する十分な知識・経験を有し、サステナビリティ経営の推進を行うことができる

DX・IT・イノベーション DX・ITに関する十分な知識・経験を有し、DX・ITの推進を行うことができる
また、革新的なモノ・コト・仕組み等によって新たな価値を創造するために必要な知識・経験がある

ガバナンス・リスクマネジメント コーポレートガバナンスやリスクマネジメント等に関する十分な知識・経験を有し、それらの推進と拡充を行うこと
ができる

法務・財務会計 法務や財務会計に関する十分な知識・経験を有し、法令・規制等への対応・遵守や財務会計における戦略の策定・推
進に適正な指示・監督を行うことができる

人事管理・人財開発 人事・労務管理、人財育成に関する十分な知識・経験を有し、人的資本経営・ダイバーシティの視点に基づいた人事
戦略の策定・推進を行うことができる

（ご参考）取締役候補者のスキル・マトリックス
　当社取締役会にとって重要と考えられるスキル（知識・経験）を８項目定義し、バランスよく適切なスキルを有することを前提に、取締役候
補者を指名しています。取締役候補者の有する主なスキルおよび第２号議案が原案通り承認された場合の取締役の構成・役職は、下表のとおり
です。

（注）１. 上記一覧表は各人の有する全てのスキルを表すものではありません。
２. 各取締役の役職については、本総会後に開催される取締役会にて、正式に決定される予定であります。

　なお、各スキルの詳細は以下の通りです。
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（ご参考）社外役員の独立性判断基準
　当社は、社外役員の独立性および客観性を確保するために、社外役員の独立性判断基準を以下のとおり定め、①～⑨
のいずれにも該当しない場合、独立性を有しているものと判断する。

① 最近10年間における、当社グループの取締役（社外取締役を除く。）、監査役（社外監査役を除く。）、執
行役員、その他の使用人

② 最近３年間において、「当社または当社の子会社」（以下、「当社グループ」という。）を主要な取引先と
する者※1またはその業務執行者※2

③ 最近３年間における、当社グループの主要な取引先※3またはその業務執行者
④ 最近３年間において、当社グループから多額の寄付または助成を受けている団体※4の役職員※5

⑤ 最近５年間における、当社の主要株主※6またはその役職員
⑥ 最近３年間において、当社グループの会計監査人または監査法人の役職員であって、当社グループの監査業
務を実際に担当していた者（現在退職または退所している者を含む。）

⑦ 最近３年間において、当社グループからの役員報酬以外に多額の金銭その他の財産上の利益※7を得ている弁
護士、公認会計士または税理士その他のコンサルタントのいずれかに該当する者（当該利益を得ている者が
法人等の団体である場合は、当該利益を受けている団体に所属する者）

⑧ ①～⑦に規定するいずれかの者の配偶者または二親等以内の親族
⑨ 当社の社外役員として、通算の在任年数が８年間を超える者

　なお、①～⑨のいずれかに該当した場合であっても、会社法が定める社外性要件および東京証券取引所が定める独立
性基準を充たすことを条件に、社外取締役に関しては取締役会の決議、社外監査役に関しては監査役会の同意により、
独立性を有しているものと判断することができる。

※１ 当社グループを主要な取引先とする者とは、その取引先の事業年度における年間連結総売上高の２％以上
の支払いを当社グループから受けた者をいう。

※２ 業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員、その他の使用人をいう。
※３ 当社グループの主要な取引先とは、当社グループの事業年度における年間連結総売上高の２％以上を当社

グループに支払った者をいう。
※４ 当社グループから多額の寄付または助成を受けている団体とは、当社グループの３事業年度平均で1,000

万円または当該組織の平均年間総費用の30％のいずれか大きい額を超える寄付または助成を当社グルー
プから受けている公益財団法人、公益社団法人、非営利法人等をいう。

※５ 役職員とは、取締役、監査役、会計参与、執行役、執行役員、その他の使用人またはそれらに準じる者を
いう。

※６ 主要株主とは、総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者をいう。
※７ 多額の金銭その他の財産上の利益とは、利益を受けた者が個人である場合は当社グループの３事業年度平

均で1,000万円以上の支払いのことをいい、利益を受けた者が団体である場合は当該団体の３事業年度平
均で連結総売上高の２％以上の支払いのことをいう。

以　上
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第３号議案 当社の株券等の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)の更新、および、当該対
応方針の対抗措置である新株予約権の無償割当てに関する権限を取締役会に委任する件

　当社は、2008年５月15日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の
利益を確保し向上させることを目的として、当社の株券等の大規模買付行為に関する対応方針の導入
を決議し、2008年６月27日に開催された当社第79回定時株主総会において、株主の皆様のご承認
をいただきました。その後、2023年６月29日の定時株主総会までの計５回にわたり実質的に同一の
内容または一部改定を伴う更新について、継続してご承認をいただいております(直近の更新後の当
社株券等の大規模買付行為に関する対応方針を、以下「旧対応方針」といいます。)。旧対応方針の
有効期間は、2026年６月に開催予定の当社定時株主総会(以下｢本定時株主総会｣といいます。)の終
結の時までとされています。
　この旧対応方針の有効期間満了に先立ち、当社は、本年５月14日開催の取締役会において、本定
時株主総会における株主の皆様のご承認を条件として、当社の財務および事業の方針の決定を支配す
る者の在り方に関する基本方針(会社法施行規則第118条第３号に規定されるものをいい、以下｢基本
方針｣といいます。)に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配される
ことにより当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益が毀損されることを防止するための取組
み(会社法施行規則第118条第３号ロ(2))として、旧対応方針を一部改定の上、更新すること(更新後
の対応方針を、以下｢本対応方針｣といいます。)を決議いたしました。

　旧対応方針からの主要な変更点は以下のとおりです。
　１．近時の機動的な買い集めの態様や経済産業省「企業買収における行動指針―企業価値の向上と

株主利益の確保に向けて―」を反映し、明示的な合意がない場合であっても、実質的に協調し
て買い増しを行うグループを大規模買付ルールの対象に含めることを明確化しました。(主な
該当ページ：25ページⅢ２.(2)①)

　２．その他語句の修正・文言の整理等を行いました。

　本議案は、①当社定款第20条第１項の定めに基づき、かかる基本方針に照らして不適切な者によ
って当社の財務および事業の方針の決定が支配されることにより当社の企業価値ひいては株主の皆様
の共同の利益が毀損されることを防止するための取組みとして、下記Ⅲ.に記載のとおり、旧対応方
針を一部改定の上、本対応方針へ更新すること、および、②当社定款第13条第１項の定めに基づ
き、下記Ⅲ.２.(3)に定める本対応方針の対抗措置としての新株予約権の無償割当てに関する事項を決
定する権限を取締役会に委任することについて、株主の皆様のご承認をお願いするものです。
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記

Ⅰ．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要
　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企
業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とす
る者であることが必要であると当社は考えています。上場会社である当社の株券等については、株
主および投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務お
よび事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様全体の意思により決定され
るべきであり、当社の株券等に対する大規模買付行為があった場合、当社株券等を売却するかどう
かの判断も、最終的には当社の株券等を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると
考えます。また、当社は、当社の株券等の大規模買付行為がなされる場合であっても、これが当社
の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではあり
ません。
　しかしながら、近年、わが国における株券等の大規模買付行為の中には、その目的等から見て対
象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売
却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株券等の大規模買付行為の内
容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提
供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協
議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも見受
けられます。
　当社が今後も企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し向上させるためには、長年培っ
てきた顧客や協力会社との信頼関係の維持、技術力・施工力の研鑽による競争力の向上、空気調和
衛生設備の派生技術の応用による新事業分野の開拓、財務内容、収益力、社員待遇など総合的な企
業体質の向上などの中長期的な視点に立った事業展開が必要不可欠であり、これらが当社の株券等
の大規模買付行為を行う者により確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいて
は株主の皆様の共同の利益は毀損されることになります。また、外部者である買収者が大規模買付
行為を行う場合に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の有形無形の経営資源、将来を
見据えた施策の潜在的効果、その他当社の企業価値を構成する事項等、様々な情報を適切に把握し
た上で、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に及ぼす影響を判
断する必要がありますが、かかる情報が明らかにされないまま大規模買付行為が強行される場合に
は当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益は毀損される可能性があります。
　当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない大規模買
付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このよ
うな者による大規模買付行為に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業
価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えます。
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Ⅱ. 基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要
１．当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて

(1) 当社の企業価値の源泉について
　当社は、1925年(大正14年)に、紡績会社の温湿度調整、噴霧吸湿、除塵装置等の施工を目的と
して創業しました。現在は、空気調和、給排水衛生、クリーンルーム等の環境整備に関する諸設備
の設計、施工、監理を行う設備工事事業と半導体および液晶製造装置向けの精密環境制御機器等を
製造販売する機器製造販売事業を展開しており、設備工事事業の他に機器製造販売事業を合わせ持
つことが当社の特色となっています。
　こうした当社の企業価値の源泉は、設備工事事業の公共性および機器製造販売事業の独自性を踏
まえ、①創業以来101年の社歴により培われた顧客、協力会社、株主等のステークホルダーとの信
頼関係、②長い社歴に裏打ちされた豊富な実績と確かな技術力、③熟練した技術を有し、当社の設
備工事事業および機器製造販売事業の事業特性を十分に把握した従業員の存在にあります。
　当社は、地球環境と資源を大切にしながら、空気・水・熱の科学に基づく高度な技術によって、
最適空間を創造し、人類文化の発展に貢献することを使命とし、エンジニアリングコンストラクタ
ーとして積極的な事業展開を図り、たえず未来を見つめた技術の開発に取り組み、時代の変化に俊
敏に対応するため、人間尊重の経営、働き甲斐のある職場、自己研鑽とチャレンジ精神溢れる行動
を通じて、人と地球の最適環境の創造をめざし、持続可能な社会の実現に寄与すべく、今後もたゆ
まぬ努力を続けてまいります。

(2) 中期経営計画について
　当社グループは、中期的な経営の指針として３ヶ年を計画期間とする中期経営計画を策定してお
り、本年４月から、長期ビジョン「ASAHI-VISION 2050」の実現に向けたスタート地点となる第
19次中期経営計画「飛躍への基盤構築 ～Foundation for Takeoff～」(2026年４月～2029年３
月)をスタートいたしました。2025年に迎えた創立100周年の節目を経て、次の100年を見据えた
新たな出発点として、『ワクワクする未来をカタチに』の実現に向け、「3つのアクション」と、
それらを具体化する「8つの取り組み」を基本方針とし、社会に対して新たな価値を創造すること
を目指し、情熱と技術をもって、総力をあげて取り組んでまいります。
　 第19 次 中 期 経 営 計 画 の 詳 細 に つ い て は 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。
(https://www.asahikogyosha.co.jp/ir/management/plan/)
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２．コーポレートガバナンスの強化について
　当社は、企業の社会的責任を達成するとともに、株主の皆様を始め様々なステークホルダーの利
益を尊重し、企業価値の更なる向上を実現するため、経営上の組織や仕組みを改善し、コーポレー
トガバナンスを強化していくことを最も重要な経営課題と位置づけております。
　当社は2006年６月に執行役員制度を導入し、経営効率の向上と意思決定の迅速化、意思決定・
監督機能と業務執行機能の分担の明確化を図っております。
　取締役会は、現在社外取締役３名を含む９名の取締役で構成され、定時取締役会を２ヶ月に１回
以上開催し、また、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、重要事項の決議および取締役・執
行役員の業務執行状況の監督を行っております。また、常勤の取締役により構成される経営会議を
毎月１回以上開催し、取締役会付議事項その他の重要事項について審議しております。なお、取締
役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を確立するため、取締役の
任期は選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで
としております。また、当社は、取締役会の実効性をより高め、取締役会全体の機能を向上させる
ことを目的として、毎年、取締役会の実効性に関する評価（自己評価）を実施し、その評価結果を
公表しております。かかる評価は、「取締役会の実効性に関する自己評価アンケート」を取締役会
出席者に対して配付し、その回答結果を参考に取締役会において議論を行い、分析・評価を行う方
法により実施しております。
　監査役会は社外監査役３名を含む４名の体制としております。監査役会は２ヶ月に１回以上開催
されるほか、必要に応じて随時開催され、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議また
は決議を行っております。監査役は法令および監査役会が定めた監査の方針、監査計画に基づき、
業務および財産の状況を調査し、取締役会その他の重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程お
よび取締役等の業務執行状況を確認するとともに、必要に応じて意見表明を行っております。
　内部監査部門としては、業務執行部門から独立した社長直轄の｢内部監査室｣を設置しています。
内部監査室は、監査役および会計監査人と連携し、監査室の監査計画に基づく業務監査、会計監査
および内部統制の評価を実施し、公正かつ客観的な立場から、経営に対し評価・助言を行い、各部
門の業務の改善を推進しております。
　また、会計監査人である清陽監査法人より、独立の立場から監査を受けております。
　社外役員については、社外取締役は、当社から独立した立場で取締役会の意思決定に関与し、取
締役・執行役員の業務執行状況を監視・監督しております。社外監査役は、各々の持つ豊富な業務
経験、経営経験および幅広い見識等に基づき、独立した視点で取締役会の意思決定および取締役等
の業務執行状況を監査しております。社外役員は全員独立役員の資格を充たしており、当社は社外
役員全員を独立役員として東京証券取引所に届け出ております。2019年３月には、取締役の指
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名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的に、取締役会
の諮問機関として、指名・報酬諮問委員会を設置しました。委員は３名以上とし、その過半数を独
立社外取締役で構成することとしており、委員長は指名・報酬諮問委員会の決議により、委員の中
から選定しております。指名・報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に基づき、経営陣幹部の選任お
よび取締役候補者の指名ならびに経営陣幹部を含む取締役の報酬について取締役会へ答申を行って
おります。
　当社は、今後も経営上の組織や仕組みを改善し、取締役制度、監査役制度の機能を強化すること
によって、より充実したコーポレートガバナンスの実現に努めるとともに、常に株主および投資家
の皆様の視点に立った迅速で正確かつ公平な会社情報の開示に努め、経営の透明性を高めてまいり
ます。

Ⅲ. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを
防止するための取組み

１．本対応方針への更新の目的
　本対応方針は、以下のとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上
させることを目的として、上記Ⅰ.に記載した基本方針に沿って、旧対応方針を一部改定の上、更
新するものです。当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様
の共同の利益に資さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配す
る者として不適切であると考えています。当社取締役会は、金融商品取引法および関連政省令の改
正等の動向を注視しつつ、また、昨今の買収防衛策に関する議論の進展等を踏まえ、こうした不適
切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひ
いては株主の皆様の共同の利益に反する大規模買付行為を抑止するためには、当社株券等に対する
大規模買付行為が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主
の皆様がかかる大規模買付行為に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保する
こと、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とする枠組みが引き続き必要不可欠であると判
断しました。
　以上の理由により、当社取締役会は、本定時株主総会で株主の皆様のご承認をいただくことを条
件として本対応方針への更新を決定いたしました。

２．本対応方針の内容
　本対応方針の内容は以下のとおりですが、本対応方針に関する手続の流れにつきましては、別紙
１｢本対応方針の概要(大規模買付行為が開始された場合のフローチャート)｣にその概要をフローチ
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ャートの形でまとめていますので、併せてご参照ください。
(1) 本対応方針の概要

①　本対応方針に係る手続
　本対応方針は、当社の株券等の大規模買付行為(下記(2)①において定義されます。)を行おう
とする者、または現に行っている者(以下｢大規模買付者｣といいます。)が現れた場合に、当該
大規模買付者に対し、事前に当該大規模買付行為に関する情報の提供を求め、当社が、当該大
規模買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、株主の皆様に当社経営
陣の計画や代替案等を提示したり、大規模買付者との交渉等を行ったりするための手続を定め
るものです(下記(2)｢本対応方針に係る手続｣をご参照ください。)。なお、大規模買付者には、
本対応方針に係る手続を遵守していただくこととし、大規模買付者は、本対応方針に係る手続
の開始後、(i)独立委員会による対抗措置（新株予約権の無償割当て）の発動または不発動の勧
告等により独立委員会検討期間が終了するまでの間、および(ⅱ)独立委員会検討期間終了後で
あっても、対抗措置の発動の可否を問うための株主総会が招集される場合には、当該株主総会
において対抗措置の発動に関する決議がなされるまでの間、大規模買付行為を実行してはなら
ないものとしております。

②　新株予約権の無償割当てによる対抗措置の発動
　大規模買付者が本対応方針において定められた手続に従うことなく大規模買付行為を行う場
合、または、大規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同
の利益を著しく損なうおそれがある場合等(その詳細については別紙２｢当社の企業価値ひいて
は株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと認められる類型｣をご参照ください。)には、当社
は、当該大規模買付者その他一定の者による権利行使は認められないとの行使条件および当社
が当該一定の者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付され
た新株予約権(その主な内容は別紙３｢本新株予約権の概要｣にて詳述するものとし、以下｢本新
株予約権｣といいます。)を、その時点の当社を除く全ての株主の皆様に対して新株予約権無償
割当ての方法(会社法第277条以下に規定されます。)により割り当てることがあります。

③　取締役の恣意的判断を排するための独立委員会、株主総会の利用
　本対応方針においては、本対応方針の運用乃至対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣
意的判断を排し、その判断の合理性および公正性を担保することを目的として、独立委員会規
程(その概要については別紙４｢独立委員会規程の概要｣をご参照ください。)に従い、(i)当社社
外取締役、(ⅱ)当社社外監査役、または(ⅲ)社外の有識者(実績ある会社経営者、官庁出身者、
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投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士および学識経験者等)で、当社経営陣から独
立した者のみから構成される独立委員会(以下｢独立委員会｣といいます。)の客観的な判断を経
ることとしています。また、これに加えて、独立委員会が株主総会の招集を勧告した場合には
株主総会を招集の上、同株主総会に対抗措置の発動に関する議案を付議することにより株主の
皆様の意思を確認することとしています(その主な内容は下記(2)⑤｢独立委員会の勧告等｣にて
詳述します。)。さらに、こうした手続の過程について、株主の皆様に適時に情報を開示する
ことにより、その透明性を確保することとしています。
　なお、本対応方針への更新時の独立委員会の委員候補者の氏名および略歴は別紙５｢独立委
員会委員候補者の略歴｣のとおりです(独立委員会の委員の選任基準、決議要件および決議事項
については別紙４｢独立委員会規程の概要｣をご参照ください。)。

④　本新株予約権の行使および当社による本新株予約権の取得
　仮に、本対応方針に従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、大規模買付者その
他一定の者以外の株主の皆様による本新株予約権の行使がなされたとき、または当社による本
新株予約権の取得と引換えに、大規模買付者その他一定の者以外の株主の皆様に対して当社株
式が交付されたときには、当該大規模買付者その他一定の者の有する当社株式の議決権割合
は、最大約50％まで希釈化される可能性があります。

(2) 本対応方針に係る手続
①　対象となる大規模買付行為

　本対応方針においては、次の(a)、(b)もしくは(c)に該当する行為またはこれらに類似する行
為（ただし、当社取締役会が予め承認したものを除きます。以下「大規模買付行為」といいま
す。）がなされようとする場合、または現になされている場合には、本対応方針に基づく対抗
措置が発動されることがあります。
(a) 当社が発行者である株券等(注１)について、保有者(注２)の株券等保有割合(注３)が20％

以上となる買付け
(b) 当社が発行者である株券等(注４)について、公開買付け(注５)に係る株券等の株券等所有

割合(注６)およびその特別関係者(注７)の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買
付け

(c) 上記(a)または(b)に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の株券等の特定の
保有者が、当社の株券等の他の保有者（複数である場合を含みます。以下本(c)において
同じです。）との間で行う行為であり、かつ、当該行為の結果として当該他の保有者が当
該特定の保有者の共同保有者(注８)に該当するに至るような合意その他の行為、または当
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該特定の保有者と当該他の保有者との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれ
らの者が共同乃至協調して行動する関係(注９)を樹立するあらゆる行為（ただし、当社が
発行者である株券等につき当該特定の保有者と当該他の保有者の株券等保有割合の合計が
20％以上になるような場合に限ります。）であると合理的に判断される行為 (注10)

②　｢大規模買付意向表明書｣の当社への事前提出
　まず、大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対して、本対応方針に
定められた手続（以下「大規模買付ルール」といいます。）に従う旨の誓約等を日本語で記載
した「大規模買付意向表明書」を当社の定める書式で提出していただきます。
　｢大規模買付意向表明書」には、具体的には、以下の事項を記載していただきます。
(a) 大規模買付者の概要

・氏名または名称および住所または所在地
・代表者の氏名
・会社等の目的および事業の内容
・大株主または大口出資者（所有株式数または出資割合上位10名）の概要
・国内連絡先
・設立準拠法

(b) 大規模買付者が現に保有する当社の株券等の数、および、大規模買付意向表明書提出日前
60日間における大規模買付者の当社の株券等の取引状況

(c) 大規模買付者が提案する大規模買付行為の概要(大規模買付者が大規模買付行為により取
得を予定する当社の株券等の種類および数、ならびに大規模買付行為の目的の概要(支配
権取得もしくは経営参加、純投資もしくは政策投資、大規模買付行為後の当社の株券等の
第三者への譲渡等、または重要提案行為等(注11)を行うことその他の目的がある場合に
は、その旨および概要。なお、目的が複数ある場合にはその全てを記載していただきま
す。)を含みます。)

(d) 大規模買付ルールに従う旨の誓約
　なお、｢大規模買付意向表明書｣の提出にあたっては、商業登記簿謄本、定款の写しその他の
大規模買付者の存在を証明する書類を添付していただきます。

③　｢大規模買付情報｣の提供
　上記②に記載の｢大規模買付意向表明書｣をご提出いただいた場合には、大規模買付者には、
以下の手順に従い、当社取締役会に対して、大規模買付行為に対する株主の皆様のご判断およ
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び独立委員会の評価・検討等のために必要かつ十分な日本語で記載された情報(以下｢大規模買
付情報｣といいます。)を提供していただきます。
　まず、当社は、大規模買付者に対して、大規模買付意向表明書を提出していただいた日から
10営業日(注12)(初日不算入)以内に、当初提出していただくべき情報を記載した｢大規模買付
情報リスト｣を上記②(a)に記載の国内連絡先宛に発送いたしますので、大規模買付者には、か
かる大規模買付情報リストに従って十分な情報を当社取締役会に提供していただきます。
　当社取締役会は、上記の大規模買付情報を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供
するものとします。
　また、独立委員会は、当該大規模買付情報の記載内容が当該大規模買付行為の内容および態
様等に照らして、株主の皆様のご判断および独立委員会の評価・検討等のために不十分である
と判断した場合には、大規模買付者に対し、適宜回答期限を定めた上、自らまたは当社取締役
会等を通じて大規模買付情報を追加的に提出するよう求めることがあります。この場合、大規
模買付者においては、当該期限までに、大規模買付情報を追加的に提供していただきます。
　なお、大規模買付者からの情報提供の迅速化の観点から、当社取締役会が最初に大規模買付
情報リストを大規模買付者に交付した日の翌日から起算して60日を、当社取締役会および独
立委員会が大規模買付者に対して情報提供を要請し、大規模買付者が回答を行う期間（以下
「情報提供期間」といいます。）の上限として設定し、仮に大規模買付情報が十分に提供され
ない場合であっても、情報提供期間が上限に達したときは、その時点で情報提供に係る大規模
買付者とのやり取りを打ち切り、当該時点までに提供された情報をもって直ちに「独立委員会
検討期間」（④にて後述いたします。）を設定するものといたします。
　大規模買付行為の内容および態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則とし
て大規模買付情報リストの一部に含まれるものとしますが、大規模買付情報リストに含まれる
情報の具体的な内容については、当社取締役会が、財務アドバイザー、弁護士、税理士、公認
会計士その他の外部専門家等の助言を得た上で、当該大規模買付行為の内容および態様等に照
らして合理的に決定します。また、大規模買付者が大規模買付情報リストに記載された項目に
係る情報の一部について提供することができない場合には、当社は、大規模買付者に対して、
当該情報を提供することができない理由を具体的に示していただくよう求めます。
(a) 大規模買付者およびそのグループの詳細(その名称、沿革、資本金の額または出資金の

額、発行済株式の総数、代表者、役員および社員その他構成員の氏名、職歴および所有株
式の数その他の会社等の状況、直近２事業年度の財政状態および経営成績その他の経理の
状況、ならびに、大規模買付者のグループの関係(資本関係、取引関係、役職員の兼任そ
の他の人的関係、契約関係、およびこれらの関係の沿革を含みますが、これらに限られま
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せん。)の概略を含みます。)
(b) 大規模買付行為の目的(大規模買付意向表明書において開示していただいた目的の具体的

内容)、方法および内容(大規模買付行為の適法性に関する意見を含みます。)
(c) 大規模買付行為に係る買付対価の種類および金額(有価証券等を対価とする場合には、当

該有価証券等の種類および交換比率、有価証券等および金銭を対価とする場合には、当該
有価証券等の種類、交換比率および金銭の額を記載していただきます。)、ならびに当該
金額の算定の基礎および経緯(算定の基礎については、算定根拠を具体的に記載し、当該
金額が時価と異なる場合や大規模買付者が最近行った取引の価格と異なる場合には、その
差額の内容も記載していただきます。また、株券等の種類に応じた買付価格の価額の差に
ついて、換算の考え方等の内容も具体的に記載していただきます。算定の経緯について
は、算定の際に第三者の意見を聴取した場合に、当該第三者の名称、意見の概要および当
該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を具体的に記載していただきます。)

(d) 大規模買付行為に要する資金の調達状況、および当該資金の調達先の概要(預金の場合
は、預金の種類別の残高、借入金の場合は、借入金の額、借入先の業種等、借入契約の内
容、その他の資金調達方法による場合は、その内容、調達金額、調達先の業種等を含みま
す。)

(e) 大規模買付者グループによる当社の株券等の過去の全ての取得時期および当該時期毎の取
得数・取得価額、ならびに、当社の株券等の過去の全ての売却時期および当該時期毎の売
却数・売却価額

(f) 大規模買付者が既に保有する当社の株券等に関する貸借契約、担保契約、売戻し契約、売
買の予約その他の重要な契約または取決め(以下｢担保契約等｣といいます。)がある場合に
は、その契約の種類、契約の相手方、契約の対象となっている株券等の数量等の当該担保
契約等の具体的内容

(g) 大規模買付者が大規模買付行為において取得を予定する当社の株券等に関する担保契約等
の締結その他の第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している担保契約等その
他の第三者との間の合意の種類、契約の相手方、契約の対象となっている株券等の数量等
の当該担保契約等その他の第三者との間の合意の具体的内容

(h) 支配権取得または経営参加を大規模買付行為の目的とする場合には､ 大規模買付行為の完
了後に企図する当社および当社グループの支配権取得または経営参加の方法、ならびに支
配権取得後の経営方針または経営参加後の計画および議決権の行使方針。当社と同種事業
を目的とする会社その他の法人(日本以外の国におけるものも含みます。)に対する過去の
投資・経営・業務関与経験の有無およびその内容・実績等。組織再編、企業集団の再編、
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解散、重要な財産の処分もしくは譲受け、多額の借財、代表取締役等の選定もしくは解
職、役員の構成の変更、配当・資本政策に関する重要な変更、その他当社および当社グル
ープの経営方針に対して重大な変更を加え、または重大な影響を及ぼす行為を予定してい
る場合には、その内容および必要性

(i) 純投資または政策投資を大規模買付行為の目的とする場合には、大規模買付行為の後の株
券等の保有方針、売買方針および議決権の行使方針、ならびにそれらの理由。長期的な資
本提携を目的とする政策投資として大規模買付行為を行う場合には、その必要性

(j) 重要提案行為等を行うことを大規模買付行為の目的とする場合、または大規模買付行為の
後に重要提案行為等を行う可能性がある場合には、当該重要提案行為等の目的、内容、必
要性および時期、ならびにいかなる場合において当該重要提案行為等を行うかに関する情
報

(k) 大規模買付行為の後、当社の株券等を更に取得する予定がある場合には、その理由および
その内容

(l) 大規模買付行為の後、当社の株券等が上場廃止となる見込みがある場合には、その旨およ
び理由

(m) 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡が存在する場合には、その目的
および内容ならびに当該第三者の概要

(n) 当社の従業員、取引先、顧客、地域社会その他の当社の利害関係者との関係を大規模買付
行為の完了後に変更する予定がある場合には、その具体的内容

　また、当社は、大規模買付者による大規模買付情報の提供が完了したと当社取締役会におい
て合理的に判断されるときには、速やかにその旨を大規模買付者に通知するとともに、速やか
にその旨を開示いたします。

④　大規模買付行為の内容の検討、当社取締役会による情報・資料等の提供および大規模買付者
との交渉・協議

(a) 当社取締役会に対する情報提供の要求
　独立委員会は、大規模買付者から大規模買付意向表明書および大規模買付情報(独立委員
会が追加提出を求める場合には追加で提出されたものを含みます。)が提出された場合、当
社取締役会に対しても、独立委員会が定める合理的な期間(原則として60日間を上限としま
す。)内に大規模買付者の大規模買付行為の内容に対する意見(留保する旨の意見を含むもの
とします。以下同じとします。)、その根拠資料、および代替案(もしあれば)その他独立委員
会が適宜必要と認める情報・資料等を速やかに提供するよう要求することがあります。
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(b) 独立委員会による検討等
　大規模買付者および(当社取締役会に対して上記(a)に記載の情報・資料等の提供を要求し
た場合には)当社取締役会から情報・資料等(追加的に要求したものも含みます。)の提供が十
分になされたと独立委員会が認めた日、または情報提供期間が終了した日のいずれか早い日
の翌日を開始日として、独立委員会は、対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社
全株式の買付けの場合は最長60日間、その他の大規模買付行為の場合は最長90日間の検討
期間(ただし、下記⑤(d)に記載するところに従い、独立委員会はその決議により当該期間を
延長することができるものとします。以下｢独立委員会検討期間｣といいます。)を設定しま
す。
　独立委員会は、独立委員会検討期間内において大規模買付者および当社取締役会から提供
された情報・資料等に基づき、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向
上の観点から、大規模買付者の大規模買付行為の内容の検討、当社取締役会による代替案の
検討および大規模買付者と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行い
ます。また、独立委員会は、必要があれば、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利
益の確保・向上という観点から当該大規模買付行為の内容を改善させるために、自らまたは
当社取締役会等を通じて当該大規模買付者と協議・交渉を行うものとします。
　大規模買付者は、独立委員会が、独立委員会検討期間において、自らまたは当社取締役会
等を通じて、情報・資料等の提供、または協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこれに
応じなければならないものとします。なお、大規模買付者は、独立委員会検討期間が終了す
るまでは、大規模買付行為を実行することはできないものとします。
　独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するようにな
されることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者(ファイナン
シャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みま
す。)の助言を得ることができるものとします。

(c) 情報開示
　当社は、大規模買付者から大規模買付意向表明書が提出された場合、または独立委員会検
討期間が設定された場合には、速やかにその旨の情報開示を行います。また、当社は、大規
模買付情報その他の情報・資料等のうち独立委員会が適切と判断する事項について、独立委
員会が適切と判断する時点で情報開示を行います。

⑤　独立委員会の勧告等
　独立委員会は、大規模買付者が出現した場合において、以下の手続に従い、当社取締役会に
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対する勧告または決議を行うものとし、独立委員会が下記(a)乃至(c)に定める勧告をした場合
には、独立委員会検討期間は終了します。なお、独立委員会が当社取締役会に対して下記(a)
乃至(d)に定める勧告または決議をした場合その他独立委員会が適切と判断する場合には、独
立委員会は、当該勧告または決議の事実とその概要その他独立委員会が適切と判断する事項
(下記(d)に従い独立委員会検討期間を延長する旨の決議を行う場合にはその旨および延長の理
由の概要を含みます。)について、当社取締役会を通じて速やかに情報開示を行います。
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(a) 独立委員会が対抗措置の発動を勧告する場合
　独立委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールに従わずに大規模買付行為を行いもしく
は行おうとする場合、または当該大規模買付行為が別紙２｢当社の企業価値ひいては株主の
皆様の共同の利益を著しく損なうと認められる類型｣に掲げるいずれかの類型に該当する、
または該当すると客観的合理的に疑われる事情が存すると判断される場合には、当社取締役
会に対して、本対応方針に基づく対抗措置を発動することを勧告(ただし、独立委員会は、
必要と認めた場合には対抗措置の発動時期等について条件等を付して勧告することができま
す。)します。
　ただし、独立委員会は、一旦対抗措置の発動を勧告した後も、以下のいずれかの事由に該
当すると判断した場合には、対抗措置の発動の中止を含む別個の判断を行い、これを当社取
締役会に勧告することができるものとします。
(ⅰ) 当該勧告後大規模買付者が大規模買付行為を撤回した場合その他大規模買付行為が存し

なくなった場合
(ⅱ) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、大規模買付者による大規模

買付行為が別紙２｢当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと
認められる類型｣に掲げる類型のいずれにも該当しないこととなった場合

　その際、当社取締役会は、大規模買付意向表明書および大規模買付情報に関する当社取締
役会の意見および独立委員会の勧告等の内容その他当社取締役会が適切と判断する事項につ
いて、速やかに情報開示を行います。

(b) 独立委員会が対抗措置の不発動を勧告する場合
　独立委員会は、大規模買付者の大規模買付行為の内容の検討、大規模買付者との協議・交
渉の結果、大規模買付者による大規模買付行為が別紙２｢当社の企業価値ひいては株主の皆
様の共同の利益を著しく損なうと認められる類型｣に掲げる類型のいずれにも該当しないと
判断した場合または当社取締役会が独立委員会の要求にかかわらず上記④(a)に規定する意
見もしくは独立委員会が要求する情報・資料等を所定期間内に提供しなかった場合には、独
立委員会検討期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、対抗措置の不発動を勧告
します。
　ただし、独立委員会は、一旦対抗措置の不発動の勧告をした後でも、当該勧告の判断の前
提となった事実関係等に変動が生じ、大規模買付者による大規模買付行為が別紙２｢当社の
企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと認められる類型｣に掲げる類型
のいずれかに該当する、または該当すると客観的合理的に疑われる事情が存すると判断する
に至った場合には、対抗措置の発動を含む別個の判断を行い、これを当社取締役会に勧告す
ることができるものとします。
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(c) 独立委員会が株主総会の招集を勧告する場合
　独立委員会は、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の維
持・向上に資するものではないと疑われることその他合理的な理由により実務上対抗措置の
発動について株主総会に付議することが相当であると判断した場合には、株主総会の招集お
よび対抗措置の発動に関する議案の付議を当社取締役会に勧告することができるものとしま
す。

(d) 独立委員会が独立委員会検討期間の延長を行う場合
　独立委員会が、当初の独立委員会検討期間終了時までに、上記(a)乃至(c)のいずれかの勧
告を行うに至らない場合には、独立委員会は、その決議により、当該大規模買付者の大規模
買付行為および当社取締役会の代替案の内容の検討、当該大規模買付者との協議・交渉等に
必要とされる合理的な範囲内で、独立委員会検討期間を最長30日間延長することができる
ものとします。
　上記延長の決議により独立委員会検討期間が延長された場合、独立委員会は、延長の理由
と期間について、当社取締役会を通じて情報開示し、引き続き、情報収集、検討等を行うも
のとし、延長期間内に上記(a)乃至(c)のいずれかの勧告を行うよう最大限努めるものとしま
す。

⑥　取締役会の決議
　当社取締役会は、独立委員会から上記⑤に基づく対抗措置の発動もしくは不発動(対抗措置
の発動の中止を含みます。)または株主総会の招集に関する勧告を受けた場合にはこれを最大
限尊重して、対抗措置の発動もしくは不発動または株主総会の招集等に関する会社法上の機関
としての決議を速やかに行うものとします(ただし、株主総会を招集する場合には、対抗措置
の発動もしくは不発動に関しては当該株主総会の決議に従います。)。
　当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合には、速やかに、当該決議の概要その他当
社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

(3) 対抗措置の内容
　本対応方針における対抗措置としては、本定時株主総会の決議による委任に基づく当社取締役
会の決議に基づき、概要を別紙３｢本新株予約権の概要｣に記載する本新株予約権の無償割当てを
行う予定です。ただし、当社取締役会は、上記(2)⑥のとおり、本新株予約権の無償割当てを株
主総会に付議することがあります。この場合において、株主総会において本新株予約権の無償割
当てに関する決議(当社定款第13条第1項に基づく決議となります。)がなされたときは、当社取
締役会は、株主総会の決議内容に従い、本新株予約権の無償割当てに必要な手続を遂行します。
大規模買付者は、上記の株主総会が開催される場合には、当該株主総会において本新株予約権の
無償割当ての実施に関する決議がなされるまでの間、大規模買付行為を実行してはならないもの
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とします。なお、大規模買付者その他一定の者に対して、名目の如何を問わず、金銭等の交付そ
の他経済的対価の交付を行うことはありません。
　また、当社取締役会は、株主総会を招集する旨の決議、または本新株予約権の無償割当てに関
する株主総会の決議が行われた場合には、当該決議の概要その他の当社取締役会が適切と判断す
る事項について、速やかに情報開示を行います。
　なお、会社法その他の法令および当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが
適切と判断された場合には当該その他の対抗措置が用いられることもあります。

(4) 本対応方針の合理性および公正性を担保するための制度
①　本対応方針への更新等に関する株主の皆様の意思の確認

　本対応方針への更新は、当社定款第20条第１項の規定に基づき、本定時株主総会におい
て、株主の皆様のご承認をいただくことを条件として効力が生ずるものとします。また、上記
規定に基づく、本定時株主総会における本対応方針への更新の承認決議は、本対応方針に定め
る条件に従い本新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権限を当社取締役会に委任し
ていただく当社定款第13条第１項の決議でもあります。
　なお、かかる議案が承認されなかった場合には、本対応方針への更新はなされないものと
し、旧対応方針についても本定時株主総会の終結時において有効期間の満了により終了いたし
ます。

②　本対応方針の有効期間、廃止および変更
　本対応方針への更新につき、本定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただけた場
合、本対応方針の有効期間は、2029年６月に開催予定の当社第100回定時株主総会の終結時
までといたします。
　なお、本対応方針の有効期間の満了前であっても、(i)当社株主総会において本対応方針を廃
止もしくは変更する旨の議案が承認された場合、または、(ⅱ)当社株主総会において選任され
た取締役によって構成される当社取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた
場合には、本対応方針はその時点で廃止または変更されるものとします。
　また、当社取締役会は、本対応方針の有効期間中であっても、本定時株主総会における決議
の趣旨に反しない場合（本対応方針に関する法令、金融商品取引所規則等の新設または改廃が
行われ、かかる新設または改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句
の修正を行うのが適切である場合、または当社株主に不利益を与えない場合等を含みま
す。)、独立委員会の勧告に従って、本対応方針を変更する場合があります。
　当社は、本対応方針が廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実その他当
社取締役会が適切と認める事項について、適用ある法令および金融商品取引所規則に従って速
やかに情報開示を行います。
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（注１）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。以下別段の定めがない
限り同じです。なお、本対応方針において引用される法令等に改正(法令名の変更や旧法令
等を継承する新法令等の制定を含みます。)があった場合には、本対応方針において引用さ
れる法令等の各条項および用語は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後にお
いてこれらの法令等の各条項および用語を実質的に継承する法令等の各条項および用語に読
み替えられるものとします。

（注２）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者を意味し、同条第３項の規定に基づき
保有者に含まれる者を含みます。以下同じです。

（注３）金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合を意味します。以下同じで
す。

（注４）金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等を意味します。以下(b)において同じで
す。

（注５）金融商品取引法第27条の２第６項に規定する公開買付けを意味します｡ 以下同じです。
（注６）金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合を意味します。以下同じで

す。
（注７）金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者を意味します｡ ただし、同項第１

号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府
令第３条第２項で定める者を除きます。以下同じです。

（注８）金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共
同保有者とみなされる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めたものを含みま
す。）。以下同じです。

（注９）「当該特定の保有者と当該他の保有者との間にその一方が他方を実質的に支配し、もしくは
それらの者が共同乃至協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関
係、業務提携関係、取引乃至契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、当社
株券等の買い上がりの状況、当社株券等に係る議決権行使の状況、デリバティブや貸株等を
通じた当社株券等に関する実質的な利害関係等の形成、当該特定の保有者および当該他の保
有者が当社に対して直接・間接に及ぼす影響、その他当該特定の保有者と当該他の保有者と
の間に意思の連絡があることを窺わせる直接・間接の事実等を基礎に行うものとします。組
合その他ファンドに係る判定においては、ファンド・マネージャーの実質的一致性その他の
諸事情を勘案します。

（注10）本(c)所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が合理的に判断するものとしま
す（かかる判断にあたっては、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。）。な
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お、当社取締役会は、本(c)の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲において、
保有者に対して必要な情報の提供を求めることがあります。

（注11）金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、および
株券等の大量保有の状況の開示に関する内閣府令第16条に規定する重要提案行為等を意味
します。以下同じです。

（注12）営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいま
す。
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（ご参考）

１．本対応方針の合理性および公正性について
(1) 株主意思を重視するものであること
　当社は、本年５月14日開催の取締役会において、本対応方針への更新を決議いたしました
が、上記Ⅲ.２.(4)①に記載のとおり、本対応方針への更新等に関する株主の皆様のご意思を確認
するため、本定時株主総会において本対応方針への更新に関する議案が承認されることを条件と
して効力が生ずるものとします。したがいまして、かかる議案が承認されなかった場合には、本
対応方針への更新はなされないものとし、旧対応方針についても本定時株主総会の終結時におい
て有効期間の満了により終了いたします。
　また、上記Ⅲ.２.(4)②に記載のとおり、(i)当社株主総会において本対応方針を廃止もしくは変
更する旨の議案が承認された場合、または(ⅱ)当社株主総会において選任された取締役によって
構成される当社取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方
針はその時点で廃止または変更されることになり、その意味で、本対応方針への更新および本対
応方針の廃止は株主の皆様の意思に基づくものとなっております。
　さらに、当社取締役会は、独立委員会による勧告を最大限尊重した上で、本新株予約権の無償
割当てに関する議案を当社定款第13条第１項に基づき、当社株主総会に付議することがあり、
これにより株主の皆様のご意思を直接確認することができることとしております。
(2) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること等
　本対応方針は、経済産業省および法務省が2005年５月27日に公表した｢企業価値・株主共同
の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針｣の定める三原則(①企業価値・株主共同
の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則)を完
全に充足しています。また、企業価値研究会が2008年６月30日に公表した｢近時の諸環境の変
化を踏まえた買収防衛策の在り方｣および経済産業省が2023年８月31日に公表した「企業買収
における行動指針―企業価値の向上及び株主利益の確保に向けて―」その他買収防衛策に関する
これまでの議論等を踏まえた内容となっております。さらに本対応方針は、東京証券取引所の定
める買収防衛策の導入に係る諸規則およびコーポレートガバナンス・コード（2021年６月改訂
版を含む。）の趣旨に合致するものです。
(3) 当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保または向上の目的をもって更新される
こと
　本対応方針は、上記Ⅲ.１.に記載のとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益
を確保し、または向上させることを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実
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施しようとする大規模買付行為に関する必要な情報の事前の提供、およびその内容の評価・検討
等に必要な期間の確保を求めるために、旧対応方針から更新されるものです。
(4) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定
　本対応方針は、上記Ⅲ.２.(2)⑤(a)および(c)等に記載のとおり、合理的かつ客観的な要件が充
足されない限りは、対抗措置が発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的
な発動を防止するための仕組みが確保されています。
(5) 独立委員会の設置
　上記Ⅲ.２.(1)③に記載のとおり、当社は、本対応方針において、大規模買付ルールに従って一
連の手続が進行されたか否か、および、大規模買付ルールが遵守された場合に当社の企業価値ひ
いては株主の皆様の共同の利益を確保し、または向上させるために必要かつ相当と考えられる一
定の対抗措置を発動するか否かについての取締役会の判断の合理性および公正性を担保するた
め、またその他本対応方針の運用乃至対抗措置の発動等に関する取締役会の判断の合理性および
公正性を確保するために、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置することと
しております。
　かかる独立委員会の勧告を最大限尊重して当社取締役会が判断を行うことにより、当社取締役
会による恣意的な本対応方針の運用乃至対抗措置の発動を防止するための仕組みが確保されてい
ます。
(6) 当社取締役の任期は１年であること
　当社取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主
総会の終結の時までとなっております。これにより、毎年の取締役の選任を通じても、本対応方
針に対する株主の皆様のご意向を反映させることが可能となります。
(7) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
　上記Ⅲ.２.(4)②に記載のとおり、本対応方針は、本対応方針の有効期間の満了前であっても、
当社株主総会が選任する取締役で構成された取締役会により、いつでも廃止することができるも
のとされております。したがいまして、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の
構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。
　また、上記(6)に記載のとおり、当社取締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年度のう
ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであるため、毎年の定時株主総会で取締役の
選任議案が諮られます。そのため、本対応方針は、スローハンド型買収防衛策(取締役会の構成
の交代により対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策)でもありません。
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２．株主および投資家の皆様に与える影響
(1) 本対応方針への更新時に株主および投資家の皆様に与える影響
　本対応方針への更新時には、本新株予約権の無償割当て自体は行われません。したがいまし
て、本対応方針がその更新時に株主および投資家の皆様の有する当社の株式に係る法的権利およ
び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはありません。
(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主および投資家の皆様に与える影響
　当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、当社取締役会または株主総会において本新株予約権
の無償割当ての実施に関する決議を行った場合には、別途定められる基準日における最終の株主
名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき１個の本新株予約権が、別途
定められる効力発生日において、無償にて割り当てられます。このような対抗措置の仕組み上、
本新株予約権の無償割当て時においても株主および投資家の皆様が保有する当社の株式１株当た
りの経済的価値の希釈化は生じるものの、株主および投資家の皆様が保有する当社の株式全体の
経済的価値の希釈化は生じず、また当社の株式１株当たりの議決権の希釈化は生じないことか
ら、株主および投資家の皆様の有する当社の株式全体に係る法的権利および経済的利益に対して
直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。
　なお、当社取締役会または株主総会が本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であって
も、上記Ⅲ.２.(2)⑤(a)に記載のとおり大規模買付者が大規模買付行為を撤回した等の事情があ
る場合には、当社は独立委員会の勧告を最大限尊重して、本新株予約権の無償割当ての効力発生
日の前日までに本新株予約権の無償割当てを中止し、または本新株予約権の無償割当ての効力発
生日後、本新株予約権の行使期間の初日の前日までに本新株予約権を無償にて取得する場合があ
ります。これらの場合には、当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じないことになる
ため、新株予約権の無償割当ての対象となる株主が確定した後に、当社の株式の売買を行った投
資家の皆様は、株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意ください。
(3) 本新株予約権の無償割当ての実施後における本新株予約権の行使または取得に際して株主およ
び投資家の皆様に与える影響
　本新株予約権の行使または取得に関しては差別的条件が付されることが予定されているため、
当該行使または取得に際して、大規模買付者その他一定の者の法的権利等に希釈化が生じること
が想定されますが、この場合であっても、大規模買付者その他一定の者以外の株主および投資家
の皆様の有する当社の株式に係る法的権利および経済的利益に対して直接具体的な影響を与える
ことは想定しておりません。もっとも、本新株予約権それ自体の譲渡は制限されるため、本新株
予約権の無償割当てに係る基準日以降、本新株予約権の行使または取得の結果として株主の皆様
に株式が交付される場合には、株主の皆様に株式が交付されるまでの期間、株主の皆様が保有す
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る当社株式の価値のうち新株予約権に帰属する部分については、譲渡による投下資本の回収はそ
の限りで制約を受ける可能性がある点にご留意ください。

３．本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続
(1) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日における手続
　当社取締役会または株主総会が対抗措置の発動を決定し、原則に従い本新株予約権の無償割当
ての決議を行った場合には、当社は基準日を定め、これを公告します。基準日における最終の株
主名簿に記録された株主の皆様に対し、その有する株式の数に応じて本新株予約権が割り当てら
れます。
　本新株予約権の無償割当ての手続に関しては、基準日における株主名簿に記録された株主の皆
様は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に本新株予約権が付与されるた
め、申込み等の手続は不要です。
(2) 本新株予約権の無償割当ての実施後における本新株予約権の行使または取得に際して株主の皆
様に必要となる手続
　当社が取得条項に基づき本新株予約権を取得する場合には、当社は、会社法に定められた手続
(会社法第273条、第274条)に従って取締役会または株主総会の決議を行い、かつ、新株予約権
者の皆様に対する公告を実施した上で、本新株予約権の取得を行います。また、大規模買付者そ
の他一定の者以外の株主の皆様に本新株予約権の行使可能期間の到来を待って本新株予約権を行
使していただく場合には、当社は、会社法に定められた手続(会社法第279条第２項)に従い、当
該行使可能期間の初日の到来前に、新株予約権者の皆様に対して、割当ての通知を行いますの
で、株主の皆様におかれましては、行使可能期間内に本新株予約権を行使してくださいますよう
お願い申し上げます(その際には一定の金銭の払込みを行っていただきます。)。
　なお、いずれの手続を行う場合であっても、当社は、その手続の詳細に関して、適用ある法令
および金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示を行いますので、対抗措置が発動され
る場合には、株主の皆様におかれましては、当社からなされる情報開示にご留意ください。

以　上
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（別紙１）
本対応方針の概要（大規模買付行為が開始された場合のフローチャート）

大規模買付者の出現

大規模買付ルールの遵守を要請

大規模買付ルールを遵守する場合

大規模買付者による
大規模買付意向表明書の提出

取締役会による
大規模買付情報リストの送付

大規模買付者による
大規模買付情報の提供

独立委員会による大規模買付行為
の内容および取締役会策定の代替
案等の比較検討、評価、意見形成

大
規
模
買
付
ル
ー
ル
を
遵
守
し
な
い
場
合

大規模買付ルールを
遵守しない場合

独立委員会が対抗措置の
発動を取締役会に勧告

勧告

独立委員会の勧告
（対抗措置の発動の是非または株主総会の招集について勧告）

①②に該当しない場合
株主総会を開催することが

合理的な理由により実務上相当
であると判断した場合（②）

別紙２に掲げる(1)～(11)の
類型に該当すると判断される

場合（①）

取締役会による決議
（独立委員会の勧告を最大限尊重）

株主総会
（対抗措置の発動に関する決議）

否決 可決

対抗措置の不発動 対抗措置の発動

本チャートは、あくまで本対応方針の内容に対する理解に資することのみを目的に参考資料として作
成されています。

以　上
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（別紙２）
当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと認められる類型

(1) 大規模買付者が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高
値で当社の株券等を当社または当社関係者に引き取らせる目的で当社の株券等の取得を行って
いるまたは行おうとしている者(いわゆるグリーンメイラー)であると判断される場合

(2) 当社の会社経営を一時的に支配して当社または当社グループ会社の事業経営上必要な知的財産
権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先または顧客等の当社または当社グループ会社の資産
を当該大規模買付者またはそのグループ会社等に移転させる目的で当社の株券等の取得を行っ
ていると判断される場合

(3) 当社の会社経営を支配した後に、当社または当社グループ会社の資産を当該大規模買付者また
はそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的で、当社の株券等の取得を
行っていると判断される場合

(4) 当社の会社経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の事業に当面関係していな
い不動産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利益をもって一時的に
高配当をさせるかあるいはかかる一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って当社の株券
等の高価売り抜けをする目的で当社の株券等の取得を行っていると判断される場合

(5) 大規模買付者の提案する当社の株券等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収(最初の買付
けで当社の株券等の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、
あるいは明確にしないで、公開買付け等の株券等の買付けを行うことをいいます。)等の、株
主の皆様の判断の機会または自由を制約し、事実上、株主の皆様に当社の株券等の売却を強要
するおそれがあると判断される場合

(6) 当社に、当該大規模買付行為に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えるこ
となく当社の株券等の取得を行っていると判断される場合

(7) 当社株主に対して、大規模買付情報その他大規模買付行為等の内容を判断するために合理的に
必要とされる情報を十分に提供することなく当社の株券等の取得を行っていると判断される場
合
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(8) 大規模買付者の提案する当社の株券等の買付条件(買付対価の種類および金額、当該金額の算定
根拠、その他の条件の具体的内容(当該取得の時期および方法を含みます。)、違法性の有無、
実現可能性等を含みます。)が、当社の企業価値に照らして著しく不十分または不適切なもの
であると判断される場合

(9) 大規模買付者による大規模買付行為後の経営方針または事業計画の内容が不十分または不適当
であるため、地域社会に根ざした当社と当社顧客との信頼関係もしくは当社と当社取引先との
継続的な協業関係に重大な支障をきたし、その結果として当社の企業価値ひいては株主の皆様
の共同の利益に反する重大なおそれをもたらすおそれがあると判断される場合

(10) 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社の従業員、取引先、顧客等との関係または当
社のブランド価値が破壊され、その結果として当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利
益に反する重大なおそれをもたらすと判断される場合

(11) 大規模買付者による大規模買付行為後の経営方針または事業計画の内容が不十分または不適当
であるため、設備工事事業の安全性もしくは公共性または機器製造販売事業の利用者の利益の
確保に重大な支障をきたし、その結果として当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益
に反する重大なおそれをもたらすおそれがあると判断される場合

以　上
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（別紙３）
本新株予約権の概要

１．本新株予約権の割当総数
　本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議、株主総会
の決議、または株主総会の決議による委任に基づく取締役会の決議(以下｢本新株予約権無償割当て
決議｣といいます。)において別途定める一定の日(以下｢割当期日｣といいます。)における当社の最
終の発行済みの普通株式の総数(ただし、同時点において当社の有する当社の普通株式の数を除き
ます。)に相当する数と同数とします。

２．割当対象株主
　割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有する当社の普通株式(ただ
し、同時点において当社の有する当社の普通株式を除きます。)１株につき１個の割合で本新株予
約権の無償割当てをします。

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日
　本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。

４．本新株予約権の目的である株式の種類および数
　本新株予約権の目的である株式の種類は当社の普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的で
ある株式の数(以下｢対象株式数｣といいます。)は１株とします。ただし、当社が株式の分割または
株式の併合等を行う場合は、所要の調整を行うものとします。

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容および価額
　本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資され
る財産の当社の普通株式１株当たりの金額は１円以上で本新株予約権無償割当て決議において別途
定める額とします。
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６．本新株予約権の譲渡制限
　本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。

７．本新株予約権の行使条件
　①特定大量保有者(注13)、②特定大量保有者の共同保有者(注14)、③特定大量買付者(注15)、④
特定大量買付者の特別関係者、もしくは⑤これら①乃至④の者から本新株予約権を当社取締役会の
承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者、または、⑥これら①乃至⑤に該当する者の関連
者(注16)(これらの者を総称して、以下｢非適格者｣といいます。)は、本新株予約権を行使すること
ができないものとします。なお、本新株予約権の行使条件の詳細については、本新株予約権無償割
当て決議において別途定めるものとします。

８．当社による本新株予約権の取得
　当社は、当社取締役会が別途定める日をもって、非適格者以外の者が有する本新株予約権を取得
し、その対価として、本新株予約権と引き替えに本新株予約権１個につき当該取得日時点における
対象株式数の当社の普通株式を交付することができるものとします。その他当社が本新株予約権を
取得できる場合およびその条件等については、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるも
のとします。
　なお、非適格者が所有する新株予約権を取得する場合に、金銭等の交付その他経済的対価の交付
を行うことはありません。

９．対抗措置発動の中止等の場合の無償取得
　当社取締役会が発動した対抗措置の中止もしくは撤回を決議した場合または本新株予約権無償割
当て決議において別途定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を無償にて取得することがで
きるものとします。

10. 本新株予約権の発行
　本新株予約権に係る新株予約権証券は、発行しないものとします。

11. その他
　以上のほか、本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、本新株予約権無償割当て決
議において別途定めるものとします。
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（注13）｢特定大量保有者｣とは、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保
有割合が20％以上である者、または、これに該当することとなると当社取締役会が認める
者をいいます。ただし、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値ひい
ては株主の皆様の共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償
割当て決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこととします。

（注14）｢共同保有者｣とは、金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者をいい、同
条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。

（注15）｢特定大量買付者｣とは、公開買付けによって当社が発行者である株券等(金融商品取引法第
27条の２第１項に規定する株券等を意味します。以下本注において同じです。)の買付け等
を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有(これに準ずるもの
として金融商品取引法施行令第７条第１項に定めるものを含みます。)に係る株券等の株券
等所有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計して20％以上となる者、また
は、これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当
社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反し
ないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が
別途定める者は、これに該当しないこととします。

（注16）ある者の｢関連者｣とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共通
の支配下にある者(当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。)、またはその
者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、｢支配｣とは、他
の会社等の｢財務および事業の方針の決定を支配している場合｣(会社法施行規則第３条第３
項に規定されます。)をいいます。

以　上
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（別紙４）
独立委員会規程の概要

１. 独立委員会は、当社取締役会の決議により、本対応方針の運用乃至対抗措置の発動等に関する取
締役会の恣意的判断を排し、その判断の合理性および公正性を担保することを目的として、取締
役会の諮問機関として、設置される。

２. 独立委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、(i)社外取締役、(ⅱ)社
外監査役または(ⅲ)社外の有識者(実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する
者、弁護士、公認会計士および学識経験者等)で、当社経営陣から独立した者の中から、当社取
締役会の決議に基づき選任される。なお、当社は、各独立委員との間で、当社に対する善管注意
義務および秘密保持義務に関する規定を含む契約を締結する。

３. 独立委員会の委員の任期は、選任の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の日または別途当該独立委員と当社が合意した日までとする。ただし、当
社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りではない。

４. 独立委員会は、当社代表取締役または各独立委員が招集する。
５. 独立委員会の議長は、各独立委員の互選により選定される。
６. 独立委員会の決議は、原則として、独立委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。た
だし、独立委員のいずれかに事故があるときその他特段の事由があるときは、独立委員の過半数
が出席し、その過半数をもってこれを行う。

７. 独立委員会は、当社取締役会の諮問に基づき、以下の各号に記載される事項について評価・検討
した上で決議し、その決議内容を、理由を付して当社取締役会に対して勧告する。
(1) 本対応方針に係る対抗措置の発動の是非(これらの事項についての株主総会への付議の是非
等の判断を含む。)

(2) 本対応方針に係る対抗措置の中止または撤回
(3) 本対応方針の廃止および変更
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(4) その他本対応方針に関連して当社取締役会が任意に独立委員会に対して諮問する事項
各独立委員は、独立委員会における審議および決議においては、専ら当社の企業価値ひいては株
主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己または当社の経営陣の個人
的利益を図ることを目的としてはならない。

８. 独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役、監査役または従業員その他必要と認める者を出席
させ、独立委員会が必要とする事項に関する説明を求めることができる。

９. 独立委員会は、その職務の遂行に当たり、当社の費用で、独立した第三者(ファイナンシャル・
アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。)から助言を得る
ことができる。

以　上
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1998年 6 月 (株)富士通ビジネスシステム(現富士通Ｊａｐａｎ(株))　取締役
2007年 6 月 同社　専務取締役
2009年 6 月 (株)富士通マーケティング(現富士通Ｊａｐａｎ(株))　代表取締役副社長
2012年 5 月 日本エイエスアイ(株)　代表取締役(現任)
2012年12月 日本クラウド(株)　取締役(現任)
2020年 6 月 当社社外取締役(現任）

1984年 4 月 弁護士登録(第一東京弁護士会)
2000年 9 月 田辺総合法律事務所　パートナー弁護士(現任)
2003年 8 月 川崎市　監査委員
2009年 1 月 東京地方裁判所　鑑定委員（現任）
2014年 6 月 日本電気(株)　社外監査役

森永乳業(株)　社外取締役
2017年 6 月 厚生労働省労働政策審議会雇用環境・均等分科会　会長
2018年 4 月 東京大学法科大学院　運営諮問会議　委員
2018年 6 月 (株)横浜銀行　社外取締役

東芝テック(株)　社外監査役
2022年 6 月 一般社団法人学士会　代議員
2023年 6 月 KDDI（株）社外取締役（現任）

当社社外取締役（現任）

（別紙５）
独立委員会委員候補者の略歴

田村　昭二(たむら　しょうじ)
1948年生

　なお、当社は、田村昭二氏を、東京証券取引所の有価証券上場規程に基づき、一般株主と利益相反
が生じるおそれのない社外取締役として、独立役員に指定しております。

奥宮　京子(おくみや　きょうこ)
1956年生

　なお、当社は、奥宮京子氏を、東京証券取引所の有価証券上場規程に基づき、一般株主と利益相反
が生じるおそれのない社外取締役として、独立役員に指定しております。
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1983年 4 月 警察庁　入庁
2007年 9 月 鹿児島県警察本部長
2009年 3 月 警視庁組織犯罪対策部長
2012年 3 月 警視庁警備部長
2013年 8 月 内閣官房危機管理審議官
2015年 8 月 皇宮警察本部長
2018年 1 月 大成建設(株)　管理本部総務部　顧問
2022年 6 月 (株)コロワイド　社外取締役
2023年 6 月 当社社外取締役(現任）

1989年 4 月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
尾崎法律事務所　入所

1991年 7 月 米国ウィスコンシン大学ロースクール留学
1993年 1 月 米国ミルウォーキー市およびニューヨーク州の法律事務所にて勤務
1993年 8 月 原田・尾崎・服部法律事務所　パートナー
2006年12月 尾崎法律事務所　代表(現任)
2015年 3 月 オエノンホールディングス(株)　社外取締役(現任)
2017年 4 月 第一東京弁護士会副会長
2019年 8 月 (株)サカタのタネ　社外取締役(現任)
2021年 2 月 オエノンホールディングス(株)　指名・報酬委員会委員長(現任)

藤山　雄治(ふじやま　ゆうじ)
1959年生

　なお、当社は、藤山雄治氏を、東京証券取引所の有価証券上場規程に基づき、一般株主と利益相反
が生じるおそれのない社外取締役として、独立役員に指定しております。

尾崎　行正（おざき　ゆきまさ）
1959年生

以　上
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（ 2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで ）
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善、各種政策の効果
により、緩やかな回復基調で推移しました。一方で、国際情勢の不確実性、資源価格の高止ま
り、国内物価の上昇、金融資本市場の変動など、先行き不透明な状況が続いております。特
に、３月には中東情勢の緊迫化が一段と高まり、原油価格の動向、サプライチェーンに与える
影響、今後の物価動向や米国の政策動向を巡る景気下押しリスクには引き続き注視する必要が
あります。
　当社グループの事業環境は、設備工事事業につきましては、建設投資は堅調に推移しており
ますが、資機材価格の高止まり、労働者不足によるコストの上昇などが懸念される状況が続き
ました。精密環境制御機器の製造販売事業につきましては、上半期は納入先の生産調整などの
影響が続きましたが、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）製造装置向け製品は、主に中国
パネルメーカーの需要増加に伴い、受注が回復しております。また、乾燥（ドライヤ）技術を
使った高機能フィルム製造装置向け製品などＦＰＤ・半導体分野での環境制御で培った技術を
応用した製品の受注にも注力しております。
　こうした事業環境の下で、当社グループは第18次中期経営計画の最終年度に当たり、基本
方針として掲げた、(1)事業戦略「収益力の強化と生産性の向上」(2)人材戦略「人材の価値を
最大限に引き出す人的資本経営の実践」(3)イノベーション戦略「研究開発の強化・推進と新
事業への挑戦」(4)サステナビリティ基盤の強化(5)DX基盤の強化に取り組んでまいりまし
た。その結果、受注高、売上高、利益面の全てで当初予想を大きく上回る成績を上げることが
できました。
　次に当連結会計年度の経営成績についてご説明いたしますと、まず、受注高につきましては
1,164億９千６百万円（前年比25.1％増加）となりました。事業別の内訳は、設備工事事業が
1,110億５千２百万円（前年比29.6％増加）、機器製造販売事業は54億４千４百万円（前年
比26.3％減少）となりました。次に、売上高につきましては1,048億２千３百万円（前年比
14.0％増加）となりました。事業別の内訳は、設備工事事業の完成工事高は、991億４千１
百万円（前年比15.1％増加）、機器製造販売事業の製品売上高は56億８千１百万円（前年比
2.6％減少）となりました。
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（単位：百万円）

事 業 区 分 当 期 受 注 高 当 期 売 上 高 次 期 繰 越 高

設 備 工 事 事 業 111,052 99,141 94,259

機 器 製 造 販 売 事 業 5,444 5,681 6,854

合 計 116,496 104,823 101,114

　利益面につきましては、工事採算の改善などにより、売上総利益は214億４千６百万円、前
年比60億８千９百万円の増加となりました。販売費及び一般管理費は、人件費、研究費等が
前年より増加しましたが、売上総利益の増加により営業利益は、116億８千２百万円、前年比
44億３千４百万円の増加となりました。事業別の内訳は、設備工事事業は前年比41億７千６
百万円増加し117億８千３百万円の営業利益となりましたが、機器製造販売事業は１億１百万
円の営業損失となりました。経常利益は、前年比44億４千８百万円増加し、120億３千１百
万円となりました。特別損益に投資有価証券売却益５億５千６百万円などを計上、また、賃上
げ促進税制や研究所建設に係る税制による税負担の軽減もあり、親会社株主に帰属する当期純
利益は前年比30億１千１百万円増加し、92億４千万円となりました。

◇企業集団の事業種目別の受注高および売上高

（２）設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は32億７千９百万円であり、その主なものはつくば技術
研究所の建設および基幹システム等の改修に係る支出です。

（３）資金調達の状況
　当連結会計年度において、つくば技術研究所の建設資金として金融機関より47億円を調達
しております。
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（４）対処すべき課題
　今後の日本経済は、引き続き、中国経済の先行き懸念、米国の政策動向、資源価格の高騰、
物価上昇、金融資本市場の変動、中東情勢など先行きは依然として不透明な状況が続くと思わ
れます。
　当社は2025年４月に創業100周年を迎え、新たな企業理念「ASAHI-PHILOSOPHY」を策
定し、この理念の実現に向けた指針、方向性を示す長期ビジョン「ASAHI-VISION 2050」を
策定しました。この長期ビジョンの１st Updateを確実に実行し、飛躍への基盤を構築するた
め、３ヶ年を計画期間とする第19次中期経営計画(2026年４月～2029年３月)を策定してお
り、次期連結会計年度は初年度に当たります。第19次中期経営計画の基本方針として、下記
の「３つのアクション」と「８つの取り組み」を推進してまいります。
「“ワクワク”する事業 であるためのアクション」
　・技術・研究開発と新規事業開発への積極的投資
　・既存事業の強化
　・海外事業の展開
　・生産性の向上
「社員が“ワクワク”して 活躍できるためのアクション」
　・人材の確保と育成
　・社員エンゲージメントの向上とコミュニケーションの活発化
「“ワクワク”する会社 であり続けるためのアクション」
　・ブランド力の強化
　・企業としての信頼の確保
　なお、中期経営計画、企業理念「ASAHI-PHILOSOPHY」、長期ビジョン「ASAHI-VISION 
2050 」 の 詳 細 に つ き ま し て は 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。
(https://www.asahikogyosha.co.jp)
　株主の皆様におかれましては、今後とも特段のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上
げます。
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(単位：百万円)

区 　 分 第 94 期
（2023年３月期）

第 95 期
（2024年３月期）

第 96 期
（2025年３月期）

第97期(当期)
（2026年３月期）

受 注 高 86,778 97,586 93,098 116,496

売 上 高 80,171 91,676 91,947 104,823

営 業 利 益 2,697 4,568 7,248 11,682

経 常 利 益 3,127 4,896 7,582 12,031

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,480 3,712 6,229 9,240

純 資 産 35,380 38,756 42,027 50,858

総 資 産 78,941 84,012 80,861 100,697

１株当たり当期純利益 96円58銭 144円35銭 241円95銭 358円13銭

１ 株 当 た り 純 資 産 1,376円70銭 1,506円49銭 1,631円80銭 1,965円51銭

（５）財産および損益の状況の推移

（注）１. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、また、１株当たり純資産は期末発行済株式
総数に基づいて算出しております。なお、発行済株式の総数については自己株式を除いております。

２. 2024年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、第94
期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益および１株当たり純資産を算定
しております。

（６）主要な事業内容（2026年３月31日現在）

①設備工事事業
下記の環境整備に関する諸設備の設計・施工ならびに監理
◎空気調和・換気設備
◎給排水・衛生・消火設備
◎工場配管・乾燥・除塵設備
◎クリーンルーム設備

②機器製造販売事業
環境制御に関する装置の設計・製造ならびに販売
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本 社 東京都港区浜松町1-25-7 横 浜 支 店 横浜市中区

本 店 東京都港区 名 古 屋 支 店 名古屋市東区

大 阪 支 社 大阪市淀川区 中 国 支 店 広島市南区

北 海 道 支 店 札幌市中央区 九 州 支 店 福岡市中央区

東 北 支 店 仙台市青葉区 機 器 事 業 部 千葉県船橋市

北 関 東 支 店 さいたま市大宮区 技 術 研 究 所 茨城県つくば市

東 関 東 支 店 千葉市中央区 営 業 所 全国26ヶ所

北 海 道 ア サ ヒ 冷 熱 工 事 ㈱ 札幌市中央区

亞 太 朝 日 股 份 有 限 公 司 台湾（台北）

ASAHI ENGINEERING (MALAYSIA) SDN.BHD. マレーシア（クアラルンプール）

（７）主要な営業所の状況（2026年３月31日現在）

①当社

②子会社

事　業　部　門 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

設 備 工 事 事 業 1,070名 60名増

機 器 製 造 販 売 事 業 78名 ４名減

合 計 1,148名 56名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,080名 43名増 44.6歳 17.8年

（８）使用人の状況（2026年３月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

②当社の使用人の状況

（注）使用人数は執行役員を除き契約社員を含めております。
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会 社 名 資 本 金 当 社 の 出 資 比 率 主要な事業内容

北海道アサヒ冷熱工事㈱ 30百万円 100％ 空気調和・給排水・衛生設備の
施工・修理・保守監理

亞 太 朝 日 股 份 有 限 公 司 台湾ドル
15,000千 100％ 空気調和・給排水・衛生設備の

企画・設計・施工

ASAHI ENGINEERING 
(MALAYSIA) SDN.BHD.

マレーシアリンギット
1,000千 100％ 空気調和・給排水・衛生設備の

企画・設計・施工

（９）重要な子会社の状況

（注）特定完全子会社に該当する子会社はありません。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,400

農 林 中 央 金 庫 2,300

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,095

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,050

（10）主要な借入先（2026年３月31日現在）
(単位：百万円)

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。
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（１）発行可能株式総数 108,800,000株（普通株式）
（２）発行済株式の総数 27,200,000株（自己株式1,324,317株を含む）
（３）株主数 7,264名

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 2,432 9.40

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,160 4.48
朝 日 工 業 社 共 栄 会 1,154 4.46
農 林 中 央 金 庫 1,152 4.45
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,003 3.87
朝 日 工 業 社 西 日 本 共 栄 会 989 3.82
朝 日 工 業 社 従 業 員 持 株 会 924 3.57
髙 須 康 有 815 3.15
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 522 2.01
BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM 
C L I E N T  A C C O U N T S  M  L S C B  R D 412 1.59

株　式　数 交付対象者数
取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く 。 ） 7,600株 ６名

２．会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

（４）大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式 1,324,317株を保有しておりますが、上記の大株主からは除外しておりま
す。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（５）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「取締役および監査役の報酬等の額」に記載のとおりであ
ります。

（６）その他株式に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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氏 名 地 位 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
髙 須 康 有 代 表 取 締 役 社 長 社長執行役員

亀 田 道 也 取 締 役 副 社 長
副社長執行役員 総務本部長
亞太朝日股份有限公司　董事
ASAHI ENGINEERING (MALAYSIA) SDN.BHD.　取締役

中 川 和 浩 取 締 役 常務執行役員 営業本部長
日 髙 陽 一 取 締 役 常務執行役員 本店長

木 村 隆 志 取 締 役
上席執行役員 技術本部長
亞太朝日股份有限公司　董事
ASAHI ENGINEERING (MALAYSIA) SDN.BHD.　取締役

伊 藤 義 徳 取 締 役 執行役員 経営統括グループ 統括 兼 社長室長 兼 経営企画室長

田 村 昭 二 取 締 役 日本エイエスアイ株式会社　代表取締役
日本クラウド株式会社　取締役

奥 宮 京 子 取 締 役
田辺総合法律事務所　パートナー弁護士
東京地方裁判所　鑑定委員
KDDI株式会社　社外取締役

藤 山 雄 治 取 締 役
筑 　 　 崇 常 任 監 査 役 常勤
佐 々 木 修 常 任 監 査 役 常勤

板 谷 宏 之 監 査 役 板谷宏之公認会計士事務所　代表
株式会社ジェイ・ウィル・コーポレーション　社外取締役

中 野 道 夫 監 査 役 中之島高速鉄道株式会社　代表取締役社長

３．会社役員に関する事項
（１）取締役および監査役の状況（2026年３月31日現在）

（注）１. 取締役田村昭二、奥宮京子および藤山雄治の各氏は、社外取締役であります。
２. 監査役佐々木修、板谷宏之および中野道夫の各氏は、社外監査役であります。
３. 監査役佐々木修氏は、金融機関での長年の業務経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。
４. 監査役板谷宏之氏は、公認会計士として企業会計に精通しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。
５. 当社は、取締役田村昭二、奥宮京子および藤山雄治ならびに監査役佐々木修、板谷宏之および中野道

夫の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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区 分 報酬等の総額
（ 百 万 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ）
対 象 と な る
役 員 の 員 数

（名）
基 本 報 酬 業 績 連 動

報 酬
非 金 銭
報 酬

取 締 役 341 153 169 18 11

監 査 役 95 51 43 － ４

合 計
（う ち 社 外 役 員）

436
（ 80）

205
（ 58）

213
（ 21）

18
（－）

15
（ ６）

（２）責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、全ての社外取締役および監査役との間で同
法第423条第１項の損害賠償責任を法令が規定する最低責任限度額に限定する契約を締結して
おります。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契
約を締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社取締役、監査役、執行役員、
子会社取締役および子会社監査役であり、被保険者は特約部分も含め保険料を負担しておりま
せん。当該保険契約により、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、
または、当該責任の追及にかかる請求を受けることによって生じることのある損害について填
補されることになります。ただし、犯罪行為および意図的に違法行為を行った役員自身の損失
等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を
講じております。

（４）取締役および監査役の報酬等の額
①当事業年度に係る報酬等の額

（注）１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 業績連動報酬にかかる業績指標は当社グループの業績（受注高、売上高および各段階での利益等）で

あり、その実績は「事業の経過および成果」に記載のとおりであります。当該指標を選択した理由
は、各取締役の業績目標達成への貢献意欲を高めるためであります。また、業績連動報酬の額の算定
方法は、「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針」に記載のとおりであります。
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３. 非金銭報酬の内容は譲渡制限付株式であり、割当ての際の条件等は、「取締役の個人別の報酬等の内
容に係る決定方針」に記載のとおりであります。また、当事業年度における譲渡制限付株式の交付状
況は、「当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しており
ます。

４. 取締役の報酬限度額は、2025年６月27日開催の第96回定時株主総会において年額500百万円以内
（役員賞与を含み、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結
時点の取締役の員数は９名（うち、社外取締役は３名）であります。なお、社外取締役については、
その職務内容に鑑み役員賞与は支給しないものといたします。また、当該金銭報酬の限度額とは別枠
で、2020年６月26日開催の第91回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）
に対し譲渡制限付株式報酬の限度額を年額45百万円以内、株式数の上限を25,000株以内と決議いた
だいた後、普通株式１株につき２株の割合で２度株式分割を行ったため、現在の上限株数は100,000
株となっております。

５. 監査役の報酬限度額は、2025年６月27日開催の第96回定時株主総会において年額120百万円以内
（役員賞与を含む。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名
であります。なお、非常勤監査役については、その職務内容に鑑み役員賞与は支給しないものといた
します。

６. 取締役会は、代表取締役社長社長執行役員に対し各取締役の基本報酬の額および各取締役の担当部門
の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等
を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには、代表取締役が適していると判断したため
であります。なお、代表取締役に委任された基本報酬等の額の決定に当たっては、事前に過半数が独
立社外取締役で構成される指名・報酬諮問委員会がその妥当性等について確認しております。

②当事業年度中に支払った役員退職慰労金
　2020年６月26日開催の第91回定時株主総会決議に基づき、退任取締役１名に対し１百万
円の退職慰労金を支払っております。なお、当該金額には、過年度の事業報告において役員の
報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金の繰入額１百万円が含まれております。

（５）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
　当社は、2022年２月10日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針の改定を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、予め決議する内容につ
いて指名・報酬諮問委員会へ諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法および決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることな
らびに指名・報酬諮問委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針
に沿うものであると判断しております。
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①基本方針
　当社の取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬および短期業績に連動した役員賞与ならび
に譲渡制限付株式報酬で構成し、業績および企業価値の向上に有効に機能すること、また当社
の株価における変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有することにより株価上昇および企
業価値向上への取締役の意欲を高めることを念頭に決定します。

②基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬の時期または条件の決定に関する方
針を含む。）
　当社の取締役の基本報酬額は、株主総会で決議いただいた年間の支払限度額である500百万
円（役員賞与を含み、使用人分給与は含まない。）の範囲内で、役位、職責および業績への貢
献度等を総合的に勘案して決定します。基本報酬の支給は原則として暦月計算とし、支給日は
従業員と同一とします。

③役員賞与（業績連動報酬）の額の決定に関する方針（報酬の時期または条件の決定に関する方
針を含む。）
　当社の取締役（社外取締役を除く。）の役員賞与（業績連動報酬）の額は、株主総会で決議
いただいた年間の支払限度額である500百万円（基本報酬を含み、使用人分給与は含まな
い。）の範囲内で、役位、職責、業績（受注高、売上高および各段階での利益等）、従業員の
賞与水準および過去の支給実績等を総合的に勘案して支給基準額を決定し、各取締役の業績へ
の貢献度を踏まえて支給基準額に対し20パーセントの範囲で増額または減額させて決定しま
す。役員賞与の支給は原則として、毎年、定時株主総会の翌営業日に行います。なお、業績次
第では支給しない場合もあります。

④株式報酬（非金銭報酬）の額の決定に関する方針（報酬の時期または条件の決定に関する方針
を含む。）
　当社の取締役（社外取締役を除く。）の株式報酬（非金銭報酬）は、譲渡制限付株式報酬と
して株主総会で承認された年間の金銭報酬債権限度額である45百万円、上限株式数100,000
株（株式数の上限を25,000株以内と決議いただいた後、普通株式１株につき２株の割合で２
度株式分割を行ったため、現在の上限株数は100,000株となっております。）の範囲内で、役
位、職責および業績への貢献度等を総合的に勘案して決定します。また、株式報酬の割当ては
原則として、毎年、定時株主総会終結後に開催される取締役会閉会後１ヶ月以内に行い、割当
てを受けた取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役を退任（退任と同時に再任す
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る場合を除く。）する日までの期間（以下、「譲渡制限期間」という。）において、当該取締
役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下、「本割当株式」という。）について、第三者に対
して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与および遺贈その他一切の処分行為をする
ことができず（以下、「譲渡制限」という。）、また、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到
来する当社の定時株主総会の開催日まで継続して、当社の取締役の地位にあったことを条件と
して、割当株式の全部につき、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限が解除されま
す。ただし、当該取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間の開始日
以降、最初に到来する当社の定時株主総会開催日の前日までに当社の取締役を退任した場合に
は、譲渡制限を解除する本割当株式の数および譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理
的に調整します。なお、譲渡制限付株式の割当てを受けた取締役が、譲渡制限期間の開始日以
降、最初に到来する当社の定時株主総会開催日の前日までに当社の取締役を退任した場合（当
社取締役会が正当と認める理由がある場合を除く。）には、当社は本割当株式を当然に無償で
取得するとともに、本割当株式のうち譲渡制限期間が満了した時点において譲渡制限が解除さ
れていないものがある場合には、当社はこれを当然に無償で取得します。

⑤取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
　各報酬の割合は、一定の水準には固定せず、役位、職責、業績（受注高、売上高および各段
階での利益等）への貢献度、従業員の賞与水準および過去の役員賞与支給実績等を総合的に勘
案して適切に設定します。

⑥取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　取締役における個人別の各報酬の額等については、取締役会決議に基づき代表取締役にその
具体的な金額等の決定を委任するものとし、その権限の範囲は、各取締役の基本報酬および役
員賞与の額ならびに株式報酬の額および割当株式数とします。当該権限が代表取締役によって
適切に行使されるよう、当社役員報酬規則および株式報酬規程ならびに当決定方針に則して、
予め指名・報酬諮問委員会において取締役の個人別の各報酬の額を協議することとし、代表取
締役は、当該協議結果の内容に則して取締役における個人別の各報酬の額等を決定することと
します。

⑦その他個人別報酬の内容の決定に関する重要な事項
　2020年６月26日開催の第91回定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、廃
止後も引き続き在任する取締役に対しては当該定時株主総会終結の時までの在任期間を対象と
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地 位 氏 名 兼　　職　　の　　状　　況

取 締 役 田 村 昭 二 日本エイエスアイ株式会社　代表取締役
日本クラウド株式会社　取締役

取 締 役 奥 宮 京 子
田辺総合法律事務所　パートナー弁護士
東京地方裁判所　鑑定委員
KDDI株式会社　社外取締役

監 査 役 板 谷 宏 之 板谷宏之公認会計士事務所　代表
株式会社ジェイ・ウィル・コーポレーション　社外取締役

監 査 役 中 野 道 夫 中之島高速鉄道株式会社　代表取締役社長

した金額の打切り支給を行う旨および打切り支給の時期については原則として各取締役の退任
時とする旨を決議いただきました。また、同日開催の取締役会において、個別の支給額につい
ては同年４月28日開催の指名・報酬諮問委員会で審議した内容とし、支給方法などの決定は
代表取締役に委任する旨を決議しました。

（６）社外役員に関する事項
①他の法人等の業務執行者および社外役員としての兼職状況

（注）当社と日本エイエスアイ株式会社、日本クラウド株式会社、田辺総合法律事務所、KDDI株式会社、板谷
宏之公認会計士事務所、株式会社ジェイ・ウィル・コーポレーションおよび中之島高速鉄道株式会社との
間には特別な関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況等
　当事業年度中の社外役員の活動状況および社外取締役が当社の期待に対して果たした職務の
概要は以下のとおりであります。
・取締役田村昭二氏は、当事業年度中に開催された取締役会10回の全てに出席しておりま

す。主に経営戦略に関する専門的な知見に基づき、当社から独立した立場に立って、取締役
会の意思決定の妥当性、適正性に資する提言等を積極的に行っております。また、指名・報
酬諮問委員会の委員として、客観的かつ中立的な立場で取締役候補者の選定および役員報酬
等の決定過程における監督機能を担っております。

・取締役奥宮京子氏は、当事業年度中に開催された取締役会10回の全てに出席しておりま
す。主に法務に関する専門的な知見に基づき、当社から独立した立場に立って、取締役会の
意思決定の妥当性、適正性に資する提言等を積極的に行っております。また、指名・報酬諮
問委員会の委員として、客観的かつ中立的な立場で取締役候補者の選定および役員報酬等の
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決定過程における監督機能を担っております。
・取締役藤山雄治氏は、当事業年度中に開催された取締役会10回の全てに出席しておりま

す。主にリスクマネジメントに関する専門的な知見に基づき、当社から独立した立場に立っ
て、取締役会の意思決定の妥当性、適正性に資する提言等を積極的に行っております。ま
た、指名・報酬諮問委員会の委員として、客観的かつ中立的な立場で役員報酬等の決定過程
における監督機能を担っております。

・監査役佐々木修氏は、当事業年度中に開催された取締役会10回、監査役会８回の全てに出
席し、他社における豊富な経験等に基づき、当社の経営の健全性に資する提言等を積極的に
行っております。

・監査役板谷宏之氏は、当事業年度中に開催された取締役会10回、監査役会８回の全てに出
席し、公認会計士としての豊富な経験等に基づき、当社の経営の健全性に資する提言等を積
極的に行っております。

・監査役中野道夫氏は、当事業年度中に開催された取締役会10回、監査役会８回の全てに出
席し、大手上場会社等における経営者としての豊富な経験および専門的見地から、当社の経
営の健全性に資する提言等を積極的に行っております。
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支 払 額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 43百万円

②当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 43百万円

４．会計監査人に関する事項
（１）名　称
　清陽監査法人

（２）報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の金額にはこれら
の合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出
根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意の判断をいたしました。

３. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士また
は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けて
おります。

（３）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（４）解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその
理由を報告いたします。

（５）業務停止処分に関する事項
　該当事項はありません。
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５．業務の適正を確保するための体制
（１）業務の適正を確保するための体制の決議の内容

当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制その他業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備について次のと
おり決定しております。

①取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
・役職員の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ社会的責任を果たすために企業行動憲
章および倫理・コンプライアンス規程を策定し、全役職員に周知徹底させる。
・社長を委員長とするコンプライアンス委員会は、コンプライアンス経営の実践を監督、支援
するとともに、問題の発生を認識した場合は速やかに是正措置を講じ、取締役会に適宜報告
する。
・法務コンプライアンス部は、社内関係部門および社外弁護士と連携し、コンプライアンスに
関わる制度、規程および体制の整備を図るほか、業務に関わるコンプライアンスの相談窓口
となる。また、役職員に対するコンプライアンス教育を継続的に実施する。
・当社の業務執行ラインから独立した内部監査室は、法令遵守状況を監査し、その結果を社長
に適時報告するほか、適宜取締役会および監査役会に直接報告する。
・法令違反等に関する通報または相談の適正な処理の仕組みを定めた内部通報および調査に関
する規程に基づき、不正行為等の早期発見と是正を図る。
・コンプライアンス違反を行った役職員に対しては、社内規程に基づき、厳正な処分を行う。
・当社から独立した立場で取締役会の意思決定に関与し、また業務執行状況を監督するため、
社外取締役および社外監査役を選任する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
・文書管理規程を策定し、これに従い、取締役の行った職務執行または意思決定に関する文書
（電磁的記録を含む。以下総称して「文書等」という。）を作成し、保存および管理をす
る。
・取締役および監査役は、文書管理規程に基づき、常時これらの文書等を閲覧できるものとす
る。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社のリスク管理に関する必要事項を定めたリスク管理規程を策定し、リスクの防止および
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会社の損失の最小化を図るとともに、関連する諸規程によってリスク管理体制の構築および
運用を行う。
・社長を委員長とするリスク管理委員会は、全社的なリスク管理を強化するため、関係部門を
通じて当社全体のリスクの洗い出しを行う。また、必要なリスク管理を実施し、実施したリ
スク管理の結果を取締役会に報告する。
・内部監査室は各部門のリスク管理の状況を監査し、その結果を社長に適時報告するほか、適
宜取締役会および監査役会に直接報告する。
・取締役会は定期的にリスク管理体制の見直しを行う。
・当社の経営に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合の連絡経路および対処方法等に関する
規程を策定し、その情報が迅速かつ的確に伝達される体制を整備する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・３ヶ年を期間とする中期経営計画と単年度単位の事業計画を策定し、計画的な経営を推進す
る。
・業務運営の円滑化を図るとともに、経営の効率化を実現するため取締役会規則および職務権
限規程等を機動的に見直す。
・取締役会の構成を見直して意思決定の迅速化を図る。
・常勤取締役および常勤監査役によって、取締役会付議事項やその他の重要事項について審議
する経営会議を開催し、意思決定の迅速化を図る。また、常勤取締役、常勤監査役、執行役
員および子会社社長を出席者とした合同会議を定期的に開催し、業務運営の円滑化を図ると
ともに、事業の進捗状況を管理する。

⑤反社会的勢力排除に向けた体制
・市民社会の秩序や安全に脅威を与え、企業の健全な発展を阻害する反社会的勢力、組織また
は団体（以下「反社会的勢力」という。）とは関係を一切遮断し、それらの活動を助長する
行為および運営に資する利益の供与は行わない。
・反社会的勢力から不当な要求等を受けた場合には、弁護士や警察等の外部専門機関と緊密に
連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。

⑥当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社グループ内で共通の企業行動憲章を定め、当社グループの全役職員が一体となって遵法
精神を徹底する体制を整える。
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・当社のコンプライアンス委員会、法務コンプライアンス部およびリスク管理委員会は、グル
ープ横断的に職務を遂行する。
・当社の内部通報および調査に関する規程をグループ企業に準用し、当社グループの全役職員
を対象とした内部通報体制を整備する。
・当社の内部監査室は、グループ企業に対する内部監査を実施する。
・当社の監査役は、グループ企業の監査役および当社の内部監査室等と連携し、企業集団にお
ける内部統制の状況を監視する。
・財務報告の信頼性を確保し、社会的な信用の維持・向上を図るために必要な内部管理の規程
および体制を継続的に整備し、運用する。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項
監査役から要請があった場合には、監査役の職務を補助するために必要な人員を速やかに配
置する。なお、職務を補助する使用人は監査役の指揮命令に従うものとする。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役を補助する使用人は、取締役の指揮命令を受けないものとし、その使用人の人事異
動、人事評価、懲戒については、事前に監査役会の意見を徴しこれを尊重するものとする。

⑨取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
・取締役および使用人は、監査役に対しその要請に応じて必要な報告および情報提供を行うと
ともに、以下の事項が発生した場合または発生を予見した場合には、監査役に当該事項を遅
滞なく報告する。
イ. 当社およびグループ企業に著しい信用失墜や損害を及ぼす事項
ロ. 取締役および使用人による不正行為、法令・定款違反行為
・上記の報告をした者は、当該事項を報告したことを理由に解雇その他いかなる不利益な取扱
いをされない。
・監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役および使用人から重要事項
の報告を受ける。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・当社グループにおける取締役および使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の
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環境を整備するよう努める。
・監査役会は、社長との定期的な意見交換会を開催するとともに、内部監査室および会計監査
人との連携を図り、適切な意思疎通および効果的な監査業務の遂行を図る。
・監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用の予算を確保する。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における内部統制システムの運用状況の概要は以下のとおりであります。

①集合研修、社内イントラネットを使用したビデオ受講およびe-ラーニングを組み合わせ、当社
グループの全役職員および派遣社員のうち希望者を対象にしたコンプライアンス教育を実施し
ました。
②内部監査室は、内部監査規程および事前に作成した監査計画に基づいて当社グループにおける
内部監査を実施し、その結果を社長に適時報告するほか、監査結果を適宜取締役会および監査
役会に直接報告しました。
③中期経営計画および単年度事業計画を策定し、計画的な経営を推進しております。
④当社グループの財務報告の信頼性を確保するための規程を整備し、財務報告に係る内部統制の
管理、運用および有効性の評価を実施しております。
⑤監査役は、グループ企業の監査役および内部監査室と連携して当社グループの内部統制の状況
を監視するとともに、効果的に監査業務を遂行しております。また、定期的に会計監査人から
報告を受け、適宜情報および意見を交換するほか、必要に応じて会計監査人が実施する監査に
も立ち会っております。
⑥監査役は、取締役会および経営会議等の重要な会議に出席するほか、社長とも定期的に意見を
交換することで監査の実効性を確保しております。
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６．会社の支配に関する基本方針
Ⅰ. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社は2008年５月15日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の
利益を確保し、向上させることを目的として、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の
在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいます。）を決定しました。その内容の概要は、
以下のとおりです。

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企
業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とす
る者であることが必要であると当社は考えています。上場会社である当社の株券等については、株
主および投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務お
よび事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様全体の意思により決定され
るべきであり、当社の株券等に対する大規模買付行為があった場合、当社株券等を売却するかどう
かの判断も、最終的には当社の株券等を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると
考えます。また、当社は、当社の株券等の大規模買付行為がなされる場合であっても、これが当社
の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではあり
ません。

しかしながら、近年、わが国における株券等の大規模買付行為の中には、その目的等から見て対
象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売
却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株券等の大規模買付行為の内
容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提
供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協
議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも見受
けられます。

当社が今後も企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し向上させるためには、長年培っ
てきた顧客や協力会社との信頼関係の維持、技術力・施工力の研鑽による競争力の向上、空気調和
衛生設備の派生技術の応用による新事業分野の開拓、財務内容、収益力、社員待遇など総合的な企
業体質の向上などの中長期的な視点に立った事業展開が必要不可欠であり、これらが当社の株券等
の大規模買付行為を行う者により確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいて
は株主の皆様の共同の利益は毀損されることになります。また、外部者である買収者が大規模買付
行為を行う場合に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の有形無形の経営資源、将来を
見据えた施策の潜在的効果、その他当社の企業価値を構成する事項等、様々な情報を適切に把握し
た上で、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に及ぼす影響を判
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断する必要がありますが、かかる情報が明らかにされないまま大規模買付行為が強行される場合に
は当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益は毀損される可能性があります。

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない大規模買
付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このよ
うな者による大規模買付行為に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業
価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えます。

Ⅱ. 基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要
１）当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて
（１）当社の企業価値の源泉について

当社は、1925年(大正14年)に、紡績会社の温湿度調整、噴霧吸湿、除塵装置等の施工を目的
として創業しました。現在は、空気調和、給排水衛生、クリーンルーム等の環境整備に関する諸
設備の設計、施工、監理を行う設備工事事業と半導体および液晶製造装置向けの精密環境制御機
器等を製造販売する機器製造販売事業を展開しており、設備工事事業の他に機器製造販売事業を
合わせ持つことが当社の特色となっています。

こうした当社の企業価値の源泉は、設備工事事業の公共性および機器製造販売事業の独自性を
踏まえ、①創業以来101年の社歴により培われた顧客、協力会社、株主等のステークホルダーと
の信頼関係、②長い社歴に裏打ちされた豊富な実績と確かな技術力、③熟練した技術を有し、当
社の設備工事事業および機器製造販売事業の事業特性を十分に把握した従業員の存在にありま
す。

当社は、地球環境と資源を大切にしながら、空気・水・熱の科学に基づく高度な技術によっ
て、最適空間を創造し、人類文化の発展に貢献することを使命とし、エンジニアリングコンスト
ラクターとして積極的な事業展開を図り、たえず未来を見つめた技術の開発に取り組み、時代の
変化に俊敏に対応するため、人間尊重の経営、働き甲斐のある職場、自己研鑽とチャレンジ精神
溢れる行動を通じて、人と地球の最適環境の創造をめざし、持続可能な社会の実現に寄与すべ
く、今後もたゆまぬ努力を続けてまいります。

（２）中期経営計画について
当社グループは、中期的な経営の指針として３ヶ年を計画期間とする中期経営計画を策定して

おり、本年４月から、長期ビジョン「ASAHI-VISION 2050」の実現に向けたスタート地点とな
る第19次中期経営計画「飛躍への基盤構築 ～Foundation for Takeoff～」(2026年４月～
2029年３月)をスタートいたしました。2025年に迎えた創立100周年の節目を経て、次の100
年を見据えた新たな出発点として、『ワクワクする未来をカタチに』の実現に向け、「3つのア
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クション」と、それらを具体化する「8つの取り組み」を基本方針とし、社会に対して新たな価
値を創造することを目指し、情熱と技術をもって、総力をあげて取り組んでまいります。
　なお、第19次中期経営計画の詳細については、当社ホームページをご参照ください。
（https://www.asahikogyosha.co.jp/ir/management/plan/）

２）コーポレートガバナンスの強化について
当社は、企業の社会的責任を達成するとともに、株主の皆様を始め様々なステークホルダーの

利益を尊重し、企業価値の更なる向上を実現するため、経営上の組織や仕組みを改善し、コーポ
レートガバナンスを強化していくことを最も重要な経営課題と位置づけております。

当社は2006年６月に執行役員制度を導入し、経営効率の向上と意思決定の迅速化、意思決
定・監督機能と業務執行機能の分担の明確化を図っております。

取締役会は、社外取締役３名を含む９名の取締役で構成され、定時取締役会を２ヶ月に１回以
上開催し、また、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、重要事項の決議および取締役・執
行役員の業務執行状況の監督を行っております。また、常勤の取締役により構成される経営会議
を毎月１回以上開催し、取締役会付議事項その他の重要事項について審議しております。なお、
取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を確立するため、取
締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結
の時までとしております。また、当社は、取締役会の実効性をより高め、取締役会全体の機能を
向上させることを目的として、毎年、取締役会の実効性に関する評価（自己評価）を実施し、そ
の評価結果を公表しております。かかる評価は、「取締役会の実効性に関する自己評価アンケー
ト」を取締役会出席者に対して配付し、その回答結果を参考に取締役会において議論を行い、分
析・評価を行う方法により実施しております。

監査役会は社外監査役３名を含む４名の体制としております。監査役会は２ヶ月に１回以上開
催されるほか、必要に応じて随時開催され、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議
または決議を行っております。監査役は法令および監査役会が定めた監査の方針、監査計画に基
づき、業務および財産の状況を調査し、取締役会その他の重要な会議に出席し、重要な意思決定
の過程および取締役等の業務執行状況を確認するとともに、必要に応じて意見表明を行っており
ます。

内部監査部門としては、業務執行部門から独立した社長直轄の｢内部監査室｣を設置していま
す。内部監査室は、監査役および会計監査人と連携し、監査室の監査計画に基づく業務監査、会
計監査および内部統制の評価を実施し、公正かつ客観的な立場から、経営に対し評価・助言を行
い、各部門の業務の改善を推進しております。

また、会計監査人である清陽監査法人より、独立の立場から監査を受けております。
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社外役員については、社外取締役は、当社から独立した立場で取締役会の意思決定に関与し、
取締役・執行役員の業務執行状況を監視・監督しております。社外監査役は、各々の持つ豊富な
業務経験、経営経験および幅広い見識等に基づき、独立した視点で取締役会の意思決定および取
締役等の業務執行状況を監査しております。社外役員は全員独立役員の資格を充たしており、当
社は社外役員全員を独立役員として東京証券取引所に届け出ております。2019年３月には、取
締役の指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的
に、取締役会の諮問機関として、指名・報酬諮問委員会を設置しました。委員は３名以上とし、
その過半数を独立社外取締役で構成することとしており、委員長は指名・報酬諮問委員会の決議
により、委員の中から選定しております。指名・報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に基づき、
経営陣幹部の選任および取締役候補者の指名ならびに経営陣幹部を含む取締役の報酬について取
締役会へ答申を行っております。

当社は、今後も経営上の組織や仕組みを改善し、取締役制度、監査役制度の機能を強化するこ
とによって、より充実したコーポレートガバナンスの実現に努めるとともに、常に株主および投
資家の皆様の視点に立った迅速で正確かつ公平な会社情報の開示に努め、経営の透明性を高めて
まいります。

Ⅲ. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを
防止するための取組みの内容の概要
当社は、2023年５月12日開催の取締役会において、基本方針に照らして不適切な者によって当

社の財務および事業の方針の決定が支配されることにより当社の企業価値ひいては株主の皆様の共
同の利益が毀損されることを防止するための取組みの一つとして、2008年６月27日に導入し、一
部改定を加えて継続してきた当社の株券等の大規模買付行為に関する対応方針の更新に関する議案
（更新後の対応方針を、以下「本対応方針」といいます。）を2023年６月29日開催の当社第94
回定時株主総会に付議することを決定し、当該定時株主総会において、株主の皆様にご承認いただ
きました。

本対応方針の詳細につきましては、2023年５月12日付当社プレスリリース「当社の株券等の大
規 模 買 付 行 為 に 関 す る 対 応 方 針(買 収 防 衛 策)の 更 新 に つ い て 」 （ 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ 
https://www.asahikogyosha.co.jp）をご参照ください。

なお、本対応方針の有効期間が、2026年６月に開催予定の当社第97回定時株主総会の終結の時
をもって満了することを受けて、当社は、2026年５月14日開催の取締役会において、上記定時株
主総会において株主の皆様のご承認が得られることを条件に、本対応方針を一部改定の上、更新す
ること（更新後のプランを、以下「新対応方針」といいます。）を決定いたしました。新対応方針
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の内容は、添付の株主総会参考書類19ページ乃至50ページに記載のとおりです。また、新対応方
針の詳細につきましては、2026年５月14日付当社プレスリリース「当社の株券等の大規模買付行
為 に 関 す る 対 応 方 針 （ 買 収 防 衛 策 ） の 更 新 に つ い て 」 （ 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
https://www.asahikogyosha.co.jp）をご参照ください。

Ⅳ. 上記Ⅱ.記載の取組みについての取締役会の判断
当社は、企業価値を安定的かつ持続的に向上させていくことこそが株主の皆様の共同の利益の向

上のために最優先されるべき課題であると考え、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益
の向上を目的に、上記Ⅱ.記載の取組みを行ってまいりました。これらの取組みの実施を通じて、
当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させ、その向上が株主および投資家の皆様
による当社株式の評価に適正に反映されることにより、上記のような当社の企業価値ひいては株主
の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれのある株券等の大規模買付行為は困難になるものと考え
られるため、これらの取組みは、上記Ⅰ.記載の基本方針に資するものであると考えております。

したがいまして、上記Ⅱ.記載の取組みは、上記Ⅰ.記載の基本方針に沿うものであり、株主の皆
様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではない
と考えております。

Ⅴ. 上記Ⅲ.記載の取組みについての取締役会の判断
上記Ⅲ.記載の取組みは、十分な情報の提供と十分な検討等の期間の確保の要請に応じない大規

模買付者、および当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模買付行為
を行いまたは行おうとする大規模買付者に対して、対抗措置を発動できることとしております。し
たがいまして、上記Ⅲ.記載の取組みは、これらの大規模買付者による大規模買付行為を防止する
ものであり、上記Ⅰ.記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針
の決定が支配されることを防止するための取組みであります。

また、上記Ⅲ.記載の取組みは、当社の株券等に対する大規模買付行為が行われる際に、当社取
締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大規模買付行為に応じる
べきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために大規模買付者と
交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確
保するために実施されるものです。さらに、上記Ⅲ.記載の取組みにおいては、株主意思の重視
（株主総会決議による導入等）、合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定および独立委員会の
設置など、当社取締役会による恣意的な判断を排し、上記Ⅲ.記載の取組みの合理性を確保するた
めの様々な制度および手続が確保されているものであります。
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したがいまして、上記Ⅲ.記載の取組みは、上記Ⅰ.記載の基本方針に沿うものであり、株主の皆
様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではない
と考えております。

－ 75 －



（2026年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

電 子 記 録 債 権

未 成 工 事 支 出 金

仕 掛 品

材 料 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械、運搬具及び工具器具備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

72,673

26,392

35,213

4,647

1,749

1,376

167

3,128

△1

28,023

11,177

7,292

490

3,080

272

41

356

16,489

15,436

1,056

△3　

流 動 負 債 44,990
支払手形・工事未払金等 23,512
電 子 記 録 債 務 5,381
短 期 借 入 金 3,200
１年内返済予定の長期借入金 1,038
リ ー ス 債 務 119
未 払 法 人 税 等 2,741
未 成 工 事 受 入 金 4,512
契 約 負 債 495
完 成 工事補償引当金 91
工 事 損 失 引 当 金 49
そ の 他 3,849

固 定 負 債 4,847
長 期 借 入 金 3,753
リ ー ス 債 務 179
退 職 給付に係る負債 367
長 期 未 払 金 188
資 産 除 去 債 務 123
繰 延 税 金 負 債 234

負 債 合 計 49,838
純 資 産 の 部

株 主 資 本 44,745
資 本 金 3,857
資 本 剰 余 金 4,099
利 益 剰 余 金 37,383
自 己 株 式 △595

その他の包括利益累計額 6,113
その他有価証券評価差額金 5,737
為 替 換 算 調 整 勘 定 296
退職給付に係る調整累計額 79

純 資 産 合 計 50,858
資 産 合 計 100,697 負 債 純 資 産 合 計 100,697

連 結 貸 借 対 照 表

(単位：百万円)

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで ）

科 目 金 額
売 上 高

完 成 工 事 高 99,141
製 品 売 上 高 5,681 104,823

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 78,377
製 品 売 上 原 価 4,999 83,377
売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 20,764
製 品 売 上 総 利 益 682 21,446

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,763
営 業 利 益 11,682

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 339
不 動 産 賃 貸 料 14
そ の 他 113 466

営 業 外 費 用
支 払 利 息 75
そ の 他 42 117
経 常 利 益 12,031

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1
投 資 有 価 証 券 売 却 益 556 558

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 91
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 4
投 資 有 価 証 券 評 価 損 23
減 損 損 失 0 120

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 12,468
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,734
法 人 税 等 調 整 額 △506 3,228
当 期 純 利 益 9,240
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 9,240

連 結 損 益 計 算 書

(単位：百万円)

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで ）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2025年４月１日　期首残高 3,857 3,824 31,878 △647 38,912

当 期 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,735 △3,735

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 9,240 9,240

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 275 54 329

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

当 期 中 の 変 動 額 合 計 － 275 5,505 52 5,832

2026年３月31日　期末残高 3,857 4,099 37,383 △595 44,745

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2025年４月１日　期首残高 3,426 264 △576 3,115 42,027

当 期 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,735

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 9,240

自 己 株 式 の 取 得 △1

自 己 株 式 の 処 分 329

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額) 2,310 31 656 2,998 2,998

当 期 中 の 変 動 額 合 計 2,310 31 656 2,998 8,831

2026年３月31日　期末残高 5,737 296 79 6,113 50,858

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称は、事業報告「企業集団の現況に関する事項　重要な子会社の状況」に記載のとお
りであります。

② 非連結子会社の状況
非連結子会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、亞太朝日股份有限公司及びASAHI ENGINEERING（MALAYSIA）SDN.BHD.の決
算日は12月31日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係
る計算書類を基礎として連結を行っております。
ただし、連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
上記以外の連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。
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(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

材料貯蔵品 移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金 個別法による原価法
製品・仕掛品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

② 重要な固定資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産 定率法
　（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法

ロ. 無形固定資産
自社利用ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるための引当てであり、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 完成工事補償引当金 完成工事の契約不適合等の費用に充てるための引当てであり、当連結
会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上して
おります。

ハ. 工事損失引当金 受注工事による損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち
損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができ
る工事について、損失見積額を計上しております。
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④ 重要な収益及び費用の計上基準
イ. 設備工事事業 設備工事事業は、空気調和衛生設備技術を核として、その設計・監

督・施工を主な事業としており、これらに関して提供する業務を履行
義務として識別しております。請負工事契約について、一定の期間に
わたり充足される履行義務は、期間がごく短い工事を除き、履行義務
の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわた
り収益を認識しております。期間がごく短い工事は、工事完了時に収
益を認識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗
度の見積りの方法は、見積原価総額に対する発生原価の割合（インプ
ット法）で算出しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を
合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見
込まれる場合には、原価回収基準にて収益を認識しております。

ロ. 機器製造販売事業 機器製造販売事業は、空気調和、温湿度調整の技術を活かし、半導体
やFPD（フラットパネルディスプレイ）製造装置向けの精密環境制御
機器を主とした環境機器の製造販売を主な事業としており、これらに
関して提供する業務を履行義務として識別しております。製品の販売
は、支配が顧客に移転した一時点で収益を認識しておりますが、製品
の国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転さ
れる時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識
しております。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項
退職給付に係る負債の計上基準 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（12年）による定額法により按分した額を費用処理しており
ます。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果
を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付
に係る調整累計額に計上しております。
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完成工事高（注） 39,811百万円
工事損失引当金 49百万円

市場価格のない株式等 3,536百万円

２．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計
年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

(1) 履行義務の充足に係る進捗度の見積り及び工事損失引当金計上における見積原価総額
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（注）完成工事高の金額は当連結会計年度末手持工事に係るものであります。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
請負工事契約のうち一定の期間にわたり充足される履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積
り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度
の見積りの方法は、見積原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。
また、受注工事による損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、
かつその金額を合理的に見積ることができる工事について、見積原価総額が工事収益総額を超過する
と見込まれる額のうち、当該工事契約に関して既に計上された損益の額を控除した残額を工事損失引
当金に計上しております。
見積原価総額については、契約ごとに、発注業者への見積引合及び価格交渉、原価検討、過去の類似
施工物件等をもとにしたシミュレーション等により実行予算を策定しております。実行予算は工事の
進捗に伴い、資材、労務費単価の上昇、施工合理化の実施等により発生費用に変更が生じる可能性が
あることから、その見積りを継続的に見直しております。また、これらの見積りには、想定外の事象
により発生費用が増減する不確実性を伴うため、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能
性があります。

(2) 市場価格のない株式等の評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
市場価格のない株式等の評価については、投資先の財政状態が悪化し、株式等の実質価額が著しく下
落した場合には、取得価額を実質価額まで減額しております。また、投資先の超過収益力を反映した
価額で取得した株式等については、取得時に把握した超過収益力が引き続き存続し回復可能性が十分
な証拠によって裏付けられる場合に、投資先の純資産持分相当額に超過収益力を加味して株式等の実
質価額を算定しております。
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投資時における超過収益力が引き続き存続しているか否かの判断は、投資時に策定された投資先の事
業計画の達成状況及び将来業績に関する見通し等を総合的に勘案して検討を行っております。当該検
討には見積りの要素が含まれており、事業計画の基礎となる投資先の事業環境や将来の業績の見通し
が主要な仮定となります。
当該主要な仮定は不確実性を伴っており、投資先の業績が事業計画を下回り、超過収益力が存続せず
毀損していると判断される場合には、超過収益力の評価に影響を及ぼし、投資有価証券評価損を計上
する可能性があります。
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受取手形 0百万円
完成工事未収入金 16,494百万円
契約資産 16,059百万円
売掛金 2,659百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,482百万円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 27,200,000株 －株 －株 27,200,000株

３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

４．連結損益計算書に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。
顧客との契約から生じる収益の金額は、「７．収益認識に関する注記　(1) 顧客との契約から生じる収
益を分解した情報」に記載のとおりであります。

(2) 減損損失
当社グループが所有する事業用資産のうち、将来使用見込みのない電話加入権（無形固定資産）につい
て帳簿価額を回収可能価額まで減額し、０百万円を特別損失に計上しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項
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イ. 2025年６月27日開催の第96回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 2,446百万円
・１株当たりの配当額 95円00銭
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月30日

ロ. 2025年11月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,288百万円
・１株当たりの配当額 50円00銭
・基準日 2025年９月30日
・効力発生日 2025年12月８日

2026年６月26日開催の第97回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 2,432百万円
・１株当たりの配当額 94円00銭
・基準日 2026年３月31日
・効力発生日 2026年６月29日

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については金融機関か
らの借入による方針であります。
デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方
針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお
ります。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理に係る規程等に従い、取引先ごとの期日管
理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに
晒されておりますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
営業債務である支払手形・工事未払金等、電子記録債務及び未払法人税等は、そのほとんどが１年以
内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は設備投資に係る資金
調達であり、短期借入金については変動金利及び固定金利、長期借入金については固定金利で調達し
ております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 11,900 11,900 －

資産計 11,900 11,900 －
長期借入金（１年内返済予定
の長期借入金を含む） 4,791 4,779 △11

負債計 4,791 4,779 △11

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 11,900 － － 11,900

資産計 11,900 － － 11,900

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額3,536百万円）は、「投資有価証券」に
は含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形・完成工事未収入金等、電子
記録債権、支払手形・工事未払金等、電子記録債務、短期借入金及び未払法人税等は短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
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（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金（１年内返済予定
の長期借入金を含む） － 4,779 － 4,779

負債計 － 4,779 － 4,779

（単位：百万円）
設備工事事業 機器製造販売事業 合計

一定の期間にわたり
移転される財又はサービス 87,984 － 87,984

一時点で移転される
財又はサービス 11,157 5,681 16,839

顧客との契約から生じる収益 99,141 5,681 104,823
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 99,141 5,681 104,823

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、レベル１の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益情報は以下のとおりであります。
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（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 23,188
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 23,801
契約資産（期首残高） 14,655
契約資産（期末残高） 16,059
契約負債（期首残高） 3,198
契約負債（期末残高） 5,007

(1) １株当たり純資産額 1,965円51銭
(2) １株当たり当期純利益 358円13銭

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項　(4) 会計方針に関する事項　④ 重要な収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度における当社及び連結子会社における顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契
約負債の期首及び期末残高は下記のとおりであります。なお、連結貸借対照表上、顧客との契約から
生じた債権は「受取手形・完成工事未収入金等」及び「電子記録債権」に、契約資産は「受取手形・
完成工事未収入金等」に、契約負債は「未成工事受入金」及び「契約負債」に含めて表示しておりま
す。

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、2,511百万
円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格は2026年３月31日現在、設備工事事業で94,259百万円、機器製
造販売事業で6,854百万円であります。設備工事事業においては、今後１年以内に当該収益の約64％
を認識し、残りの大部分は今後１年から２年以内に認識すると見込んでおり、機器製造販売事業にお
いては、今後１年以内に当該収益の100％を認識すると見込んでおります。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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（2026年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
完 成 工 事 未 収 入 金
契 約 資 産
売 掛 金
未 成 工 事 支 出 金
仕 掛 品
材 料 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
前 払 費 用
未 収 入 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
長 期 保 証 金
役 員 従 業 員 保 険 料
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

68,740
23,479

0
4,647
16,280
16,043
2,659
1,520
1,376
167
629
322
238
1,294
82
△1

28,328
11,175
7,316
305
159
3,080
272
41

354
16,798
15,436

82
381
4

518
469
4

△98　

流 動 負 債 42,824
支 払 手 形 82
電 子 記 録 債 務 5,381
工 事 未 払 金 21,427
買 掛 金 320
短 期 借 入 金 3,200
１年内返済予定の長期借入金 1,038
リ ー ス 債 務 119
未 払 金 779
未 払 費 用 2,810
未 払 法 人 税 等 2,727
未 成 工 事 受 入 金 4,065
契 約 負 債 495
預 り 金 234
完 成 工 事 補 償 引 当 金 91
工 事 損 失 引 当 金 49

固 定 負 債 4,824
長 期 借 入 金 3,753
リ ー ス 債 務 179
退 職 給 付 引 当 金 476
長 期 未 払 金 188
資 産 除 去 債 務 119
繰 延 税 金 負 債 106

負 債 合 計 47,648
純 資 産 の 部

株 主 資 本 43,683
資 本 金 3,857
資 本 剰 余 金 4,099
資 本 準 備 金 3,013
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,086

利 益 剰 余 金 36,321
利 益 準 備 金 964
そ の 他 利 益 剰 余 金 35,357
圧 縮 記 帳 積 立 金 7
別 途 積 立 金 6,255
繰 越 利 益 剰 余 金 29,094

自 己 株 式 △595
評 価 ・ 換 算 差 額 等 5,737

その他有価証券評価差額金 5,737
純 資 産 合 計 49,420

資 産 合 計 97,069 負 債 純 資 産 合 計 97,069

貸　借　対　照　表

(単位：百万円)

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで ）

科 目 金 額
売 上 高

完 成 工 事 高 97,054
製 品 売 上 高 5,677 102,731

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 76,621
製 品 売 上 原 価 4,999 81,621
売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 20,432
製 品 売 上 総 利 益 677 21,110

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,435
営 業 利 益 11,674

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 332
不 動 産 賃 貸 料 16
そ の 他 111 460

営 業 外 費 用
支 払 利 息 75
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 34
そ の 他 53 162
経 常 利 益 11,972

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 556 556

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 91
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 4
投 資 有 価 証 券 評 価 損 23
減 損 損 失 0 120

税 引 前 当 期 純 利 益 12,408
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,701
法 人 税 等 調 整 額 △507 3,194
当 期 純 利 益 9,214

損　益　計　算　書

(単位：百万円)

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで ）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計圧縮記帳

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

2025年４月１日　期首残高 3,857 3,013 811 3,824 964 8 6,255 23,614 30,842
当 期 中 の 変 動 額

圧縮記帳積立金の取崩 △0 0 －
剰 余 金 の 配 当 △3,735 △3,735
当 期 純 利 益 9,214 9,214
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 275 275
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

当 期 中 の 変 動 額 合 計 － － 275 275 － △0 － 5,479 5,479
2026年３月31日　期末残高 3,857 3,013 1,086 4,099 964 7 6,255 29,094 36,321

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2025年４月１日　期首残高 △647 37,876 3,426 3,426 41,303
当 期 中 の 変 動 額

圧縮記帳積立金の取崩 － －
剰 余 金 の 配 当 △3,735 △3,735
当 期 純 利 益 9,214 9,214
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 54 329 329
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額) 2,310 2,310 2,310

当 期 中 の 変 動 額 合 計 52 5,807 2,310 2,310 8,117
2026年３月31日　期末残高 △595 43,683 5,737 5,737 49,420

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
③ 棚卸資産

材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金 個別法による原価法
製品・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法

② 無形固定資産
自社利用ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるための引当てであり、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金 完成工事の契約不適合等の費用に充てるための引当てであり、当事業
年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しており
ます。
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③ 工事損失引当金 受注工事による損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失
の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工
事について、損失見積額を計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（12年）による定額法により按分した額を費用処理しており
ます。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
① 設備工事事業 設備工事事業は、空気調和衛生設備技術を核として、その設計・監

督・施工を主な事業としており、これらに関して提供する業務を履行
義務として識別しております。請負工事契約について、一定の期間に
わたり充足される履行義務は、期間がごく短い工事を除き、履行義務
の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわた
り収益を認識しております。期間がごく短い工事は、工事完了時に収
益を認識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗
度の見積りの方法は、見積原価総額に対する発生原価の割合（インプ
ット法）で算出しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を
合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見
込まれる場合には、原価回収基準にて収益を認識しております。

② 機器製造販売事業 機器製造販売事業は、空気調和、温湿度調整の技術を活かし、半導体
やFPD（フラットパネルディスプレイ）製造装置向けの精密環境制御
機器を主とした環境機器の製造販売を主な事業としており、これらに
関して提供する業務を履行義務として識別しております。製品の販売
は、支配が顧客に移転した一時点で収益を認識しておりますが、製品
の国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転さ
れる時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識
しております。
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完成工事高（注） 38,732百万円
工事損失引当金 49百万円

市場価格のない株式等 3,536百万円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,451百万円

短期金銭債権 762百万円
長期金銭債権 381百万円
短期金銭債務 216百万円

２．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

(1) 履行義務の充足に係る進捗度の見積り及び工事損失引当金計上における見積原価総額
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

（注）完成工事高の金額は当事業年度末手持工事に係るものであります。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し
ております。

(2) 市場価格のない株式等の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し
ております。

３．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権債務
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(1) 売上高のうち関係会社に対する部分 11百万円
(2) 売上原価のうち関係会社からの仕入高 302百万円
(3) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 △116百万円
(4) 関係会社との営業取引以外の取引高 224百万円
(5) 研究開発費の総額 425百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,444,491株 426株 120,600株 1,324,317株

４．損益計算書に関する注記

(6) 減損損失
当社が所有する事業用資産のうち、将来使用見込みのない電話加入権（無形固定資産）について帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、０百万円を特別損失に計上しております。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．当事業年度増加株式数は、譲渡制限付株式の無償取得および単元未満株式の買取り請求によるも
のであります。

２．当事業年度減少株式数は、譲渡制限付株式報酬としての処分によるものであります。
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貸倒引当金 38百万円
未払賞与 1,634百万円
退職給付引当金 464百万円
工事損失引当金 15百万円
ゴルフ会員権評価損 32百万円
未払事業税等 225百万円
その他 533百万円
繰延税金資産小計 2,944百万円
評価性引当額 △380百万円
繰延税金資産合計 2,564百万円

その他有価証券評価差額金 △2,638百万円
その他 △32百万円
繰延税金負債合計 △2,670百万円
繰延税金負債の純額 △106百万円

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
（繰延税金資産）

（繰延税金負債）
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(1) １株当たり純資産額 1,909円92銭
(2) １株当たり当期純利益 357円13銭

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナ
ンス・リース契約により、使用しております。

８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　７．収益認識に関する
注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株式会社朝日工業社

東京都港区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 村 匡 利
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 守 安 茂 弘

独立監査人の監査報告書
2026年５月12日

取 締 役 会 御 中
清 陽 監 査 法 人

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社朝日工業社の2025年４月１日から2026年３月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社朝日工業社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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株式会社朝日工業社

東京都港区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 村 匡 利
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 守 安 茂 弘

独立監査人の監査報告書
2026年５月12日

取 締 役 会 御 中
清 陽 監 査 法 人

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社朝日工業社の2025年４月１日から2026年３
月31日までの第97期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第97期事業年度における取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および

結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監
査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社およ
び主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社につ
いては、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方
に関する基本方針および当該基本方針を実現するための各取組みについては、取締役会
その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書な
らびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および
連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方
に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。当該基本方針を実現
するための各取組みについては、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の
利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは
ないと認めます。

（２）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人である清陽監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人である清陽監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
2026年５月13日

株式会社朝日工業社　監査役会
常任監査役(常勤) 筑 　 　 崇 ㊞
常任監査役(常勤) 佐 々 木 修 ㊞
監 査 役 板 谷 宏 之 ㊞
監 査 役 中 野 道 夫 ㊞

　 (注) 監査役佐々木修、板谷宏之、中野道夫は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める社
外監査役であります。
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株主総会会場ご案内図
会　　場　東京都港区海岸一丁目11番２号

アジュール竹芝14階「天平」
TEL：03-3437-2011

交通機関　JR山手線・京浜東北線「浜松町駅」北口より徒歩７分
都営地下鉄浅草線・大江戸線「大門駅」Ｂ１出口より徒歩８分
東京臨海新交通ゆりかもめ「竹芝駅」東出口より徒歩１分

至新橋
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〈お願い〉 当日は、会場周辺道路および駐車場の混雑が予想されますので、
お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。


